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大学と美術館の協働による文化事業の展開 

－造形イベント『つながるアート from Museum』の実践から－ 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）茨城県近代美術館天心記念五浦分館・企画普及課長 

中田智則 

（大学側）茨城大学教育学部・准教授 

片口直樹 

 連携先 

茨城県近代美術館天心記念五浦分館 

 プロジェクト参加者 

中田 智則（茨城県近代美術館天心記念五浦

分館・企画普及課長 担当：事

業の企画・運営） 

村山佐知子（茨城県近代美術館天心記念五浦

分館・首席学芸主事 担当：事

業の企画・運営） 

片口 直樹（茨城大学教育学部・准教授 担

当：事業の企画・運営） 

 プロジェクトの実施概要 

１ プロジェクトの目的 

本事業は、「地域の教育力向上」及び「学術

文化の推進」を目指した大学と美術館の連携

による子ども向け造形活動の実践である。具

体的には、教育学部教員（画家）と外部講師

（映像作家）が茨城県天心記念五浦美術館を

拠点として、小・中学生を対象とした造形イ

ベント『つながるアート from Museum』を実

施する。最終的に、実践により完成した絵画・

映像作品を美術館内で展示することで、来場

者へ活動内容を訴求することはもとより、企

画に参加した子どもたちや保護者、美術館職

員や大学生に向けて、振り返りの場を提供す

ることを目的としている。 

また、両事業責任者は連携を継続して実施

する計画を立てており、今年度は最終となる

3年目を迎えることになる。よって、2018年

度に実施した造形ワークショップ『金屏風に

花が咲く』、2019年度に実施した造形ワーク

ショップ『みんなで描くハニカムタウン－六

角型キャンバスをつなげて街をつくろう－』

の成果と反省をもとに、本事業の展開を図る

こととする。特に、2020年より始まるコロナ

禍ならではの取り組みを検討する必要があり、

これまで実施していた対面型のワークショッ

プではなく、リモートによるワークショップ

を計画する。これにより、活動名称を「造形

ワークショップ」から「造形イベント」に変

更する。これまでに培った強固な協力体制の

もと、事業の内容を発展・充実させることを

目指し、大学と美術館の協働による文化事業

の可能性を探ることとする。 

２ 連携の方法及び具体的な活動計画 

 美術館側は、大学側責任者とともに事業の

企画・立案を行い、実施に向けた運営を行う。

具体的には、リモートワークショップが円滑

に行えるように、スケジュールの設定や参加

者の募集・調整・対応、説明用の映像製作、

関連書類の作成等を行い、活動の環境を整え

る。さらに、完成した作品の展示計画を行い、

外部への広報も担当する。 

大学側は、美術館側責任者とともに本事業

の具体的な活動内容の企画・立案を行う。具

体的には、実践に向けた画材等の準備と本活

動に必須となる郵送の手配等を行う。他にも、

外部講師や参加学生の手配、映像作品の制作

や作品展示に向けた絵画作品の額装、ポスト
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カードの製作等を行う。さらに、展示構成を

検討し、展示会に向けた準備を整える。また、

様々な媒体を通して本事業の趣旨を広く伝達

することに努める。 

大まかな活動計画は以下のとおりである。 

 

〇4～8月   …事業担当者間による打合せ 

○8月中旬  …事業内容の検討・確定 

〇9月上旬  …事業参加者の募集・確定 

○10～11月 …事業の実施 

○12～2月  …展示会に向けた準備 

 〇3月上旬  …事業の総括 

 

３ 期待される成果 

 事業を通して期待される主な成果は、①活

動参加者（児童・生徒）の学校外美術体験に

よる創造力の向上、②活動参加者（美術館職

員（現職派遣教員）及び教育学部学生）の将

来的な教育力の向上、③大学及び美術館の地

域貢献、研究・教育力の伝達、の三点である。 

  

 

 プロジェクトの実施成果  

１ 活動実績 

（１）造形イベントの内容と参加者 

 『つながるアート』とは、大学側事業責任

者である片口が考案し、これまでに実践例の

あるアートプログラムである。参加を希望す

る子どもと美術経験者（画家・教員・学生等）

が郵送を介して作品を交換し、互いに加筆し

合う絵画制作イベントである。展示会までは

互いが誰かを明らかにせず、郵送によって生

じる時間差を感じながら、その過程を共有す

る。最終的に、実践により生まれた絵画作品

と映像作品を展示することで、互いの自由な

発想や交感の軌跡を味わうものである。本事

業では、美術館及び外部講師と連携し、コロ

ナ禍ならではの取り組みとして、従来の内容

からの展開を図った。 

子どもの参加者は、小・中学生各学年から

2名ずつが抽選により選考され、児童・生徒

側は 18名となった。対する美術経験のある参

加者は、美術館職員（現職派遣教員）3名、

大学教育学研究科大学院生4名、研究生1名、

大学教員 1名の合計 9名となった。 

 

（２）造形イベントの実際 

【題名】つながるアート from Museum 

【期間】10月 7日～11月 13日（制作活動） 

【講師】片口直樹（大学教員） 

横田将士（映像作家） 

【対象】小・中学生 18名 

【内容】上記（１）参照 

【活動】参加者（児童・生徒）側の主な流れ 

・10月上旬にキット（画材と説明書）を郵 

送で受け取る。 

 ・自宅で制作し、10月 16日までに大学へ 

郵送する。 

 ・10月下旬に描き加えられた作品と説明書 

を郵送で受け取る。 

 ・さらに描き加え、11月 13日までに大学 

へ郵送する。 

 ・12月下旬に描き加えられた完成作品の画 

  像をメールで受け取り、作品名をつける。 

 ・2月下旬に完成した映像作品（図 1）を 

Web上（美術館 HP）にて視聴する。 

 ・3月上旬に展示会の案内とポストカード 

（図 2）を郵送で受け取る。 

 

 

図 1 映像作品『つながるあーと from Museum』 
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図 2 ポストカード（画像面のデザイン） 

 

（３）造形イベント作品の展示準備 

 美術館において、完成した絵画作品と映像

作品（表 1）を 2021年 4月 24日から一定期

間展示をする。そのため、本事業内では絵画

作品の額装等の展示準備を整えるまでとした。 

 

表 1 展示会出品作品リスト 

番号 作者 作品名 形態 

01 生徒A/学生A 月夜 絵画 

02 児童A/職員A しあわせのくに 絵画 

03 児童B/学生B 花のワルツ 絵画 

04 生徒B/職員B 夢幻 絵画 

05 児童C/学生C 夕暮れ時の桜の妖精 絵画 

06 生徒C/学生D みなも 絵画 

07 児童D/職員B きれいな空をとびたいな 絵画 

08 児童E/学生A 花と蝶と私 絵画 

09 児童F/職員C みんないっしょで楽しいな 絵画 

10 児童G/学生E 夜空 絵画 

11 児童H/学生D 新しい宇宙 絵画 

12 児童I/学生C 海と友だち 絵画 

13 生徒D/学生E 中二病 絵画 

14 生徒E/教員A 
リンゴのような紅い夕日

に照らされる海と私 
絵画 

15 生徒F/学生B あたらしいであい 絵画 

16 児童J/教員A 楽しい公園 絵画 

17 児童K/職員C ジンベイザメと泳ぐぼく 絵画 

18 児童L/職員A ネコとシャボン玉と私 絵画 

19 全参加者/横田 つながるあーと from Museum 映像 

２  プロジェクトの達成状況 

（１）活動参加者による手紙等からの考察 

本イベントでは直接的に参加者同士が出会

う機会が無いためか、参加者から様々なご意

見、ご感想を手紙やメールで届けていただい

た。制作期間中には、参加した児童から「…

うれしかったです。」「早くみたいです!!」と

いったように、制作の展開に喜んだり驚いた

りした意見や、作品の完成を期待する意見等

があった。中には、描いて欲しいものを伝え

るような内容や、作品を映像化する際の動き

に関する要望等もあった。活動の趣旨からす

ると、一枚のキャンバス上における言葉を介

さないコミュニケーションが重要であると認

識していたが、実際に子どもたちからの手紙

を拝見することによって、より「つながり」

を感じられたことは間違いなく、美術経験者

側に大いに刺激を与えてくれたと考える。 

また、活動に取り組む児童・生徒の保護者

からもご感想を多々いただくことができた。

「親としても貴重な時間をいただきました。」

といったように、活動を通して子どもの新た

な一面に触れられたこと等により、感動や感

謝の気持ちを伝えていただくことができた。

中には、子どもが完成した絵画作品を見てお

話し（物語）を作ったといった内容があり、

「娘とたくさんのイマジネーションの世界を

楽しむことができ…」といったように、子ど

もだけでなく、保護者にとっても想像力に満

ちた有意義な時間になったと考えられる。他

にも、「外とつながる希望を与えて下さってあ

りがとうございました。」といったように、参

加者によっては絵画を通して人や様々なもの

とのつながりを感じられる貴重な機会になっ

たことがうかがい知れた。参加者によって程

度は違っていたとしても、事業者が期待して

いた以上の「つながり」をもたらした活動に

なったのではないかと推察する。 

これらにより、期待された成果①「活動参

加者（児童・生徒）の学校外美術体験による
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創造力の向上」が達成されたと考える。 

 

（２）作品展開からの考察 

子どもたちとの絵画制作のやり取りをする

美術経験者を、事業者である五浦美術館の職

員（現職派遣教員）と教員免許状を取得して

いる教育学研究科院生と研究生、大学教員が

担当した。現職教員の立場からすると、実際

に学校現場で図工・美術の指導をする際には

子どもの絵に教員が描き入れることはないこ

ともあり、活動を通して様々な発見があった

ようである。また、学生や教員にとっても様々

な気付きがあり、今後も教育に携わる身とし

て貴重な機会になったことがうかがえた。美

術経験者側も学校外での美術体験に直接的に

取り組んだことで、多角的、多面的な視点を

得ることができたであろう。 

 以上により、期待された成果②「活動参加

者（美術館職員（現職派遣教員）及び教育学

部学生）の将来的な教育力の向上」につなが

ったと考える。 

 

（３）活動全体を通して 

 本事業に取り組むにあたり、事業者同士の

連携の重要性を大いに感じ取ることができた。

例えば、大学側の事業者である片口が主な活

動内容を検討したが、事業の運営にあたって

は美術館側事業者がより丁寧な進行を心掛け

てくださった。具体的には、リモートによる

造形イベントの開始に合わせたキックオフ動

画の作成や、保護者向けと児童・生徒向けに

分けた説明書の作成等があり、随所に現職教

員ならではのアイデアや心遣いを感じ取るこ

とができた。これらに見受けられる姿勢は、

大学側事業者のみならず、参加した学生にと

っても大きな刺激となった。対面での活動が

難しい中ではあったが、互いに交流する機会

（図３）を数回設けることによって、大学と

美術館が協働で取り組むことの重要性につい

て実感できたと考える。 

 

図 3 大学で活動準備をしている様子  

 

また、事業計画の作成段階では今年度中に

美術館での作品展示会を開催する予定であっ

た。しかし、美術館の空調設備工事の延長等

が要因となり、作品の一般に向けた公開は次

年度に持ち越すこととなった。現時点で Web

上では映像作品を公開しており、すでに様々

な感想が届いている状況ではあるが、活動の

全容を訴求するまでには至っていないと考え

る。そのため、期待された成果③「大学およ

び美術館の地域貢献、研究・教育力の伝達」

についてはまだ不十分であると言える。ただ、

事業の参加者や関係者に関しては十分に達成

されたと考えられるため、年度が明けた４月

での展示会に期待するところである。 

 

３ 今後の計画と課題 

継続した事業の最終年となった今年度はよ

り特別な機会となった。事業者同士によって

これまで培った強固な協力体制があったから

こそ、コロナ禍における困難な状況において

も活動を成し遂げることができたと考える。

全国的に子ども向けイベントが中止となる中

で、学校外における新たな美術体験の在り方

を示すことができたのではないだろうか。 

本事業への応募者は、受付開始後数日間で

100名を超えた。募集人数が 18名であったこ

とからすると、残念ながら不参加となった子

どもたちが多いことに気づく。より多くの美

術体験の機会を生み出すためにも、インター

ネット環境が充実した時代ならではの活動内

容を考案することが今後の課題である。その

ためにも、大学と美術館が様々な形で連携を

継続していかなければならないと考える。 
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茨城県・茨城大学共同霞ヶ浦水循環・生態系解明プロジェクト 

 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）茨城県霞ケ浦環境科学センター・センター長 

福島 武彦 

（大学側）地球・地域環境共創機構・助教 

増永 英治 

 

 連携先  

茨城県霞ケ浦環境科学センター 

 

 プロジェクト参加者  

【茨城大学】 

増永 英治（茨城大学，助教，総括，調査，

解析） 

浅岡 大輝（茨城大学，理工学研究科 M2，調

査，解析） 

佐藤 和貴（茨城大学，工学部 B4，調査，解

析） 

到津 春樹（茨城大学，工学部 B4，調査） 

 

【茨城県】 

福島 武彦（霞ケ浦環境科学センター，セン

ター長，総括） 

湯澤 美由紀（霞ケ浦環境科学センター，首

席研究員兼湖沼環境研究室長，総括） 

北村 立実（霞ケ浦環境科学センター，主任

研究員，調査，水質分析，解析） 

大内 孝雄 （霞ケ浦環境科学センター，主任，

調査，水質分析，解析） 

 

【国土交通省】 

佐藤 礼二（関東地方整備局霞ヶ浦河川事務

所，湖沼環境課，課長，調査） 

三野 剛司（関東地方整備局霞ヶ浦河川事務所，

湖沼環境課，専門管，調査） 

山中 仁（関東地方整備局霞ヶ浦河川事務所，

湖沼環境課，環境調整係長，調査） 

 

【東京大学】 

伊藤 幸彦（東京大大気海洋研究所，准教授，

乱流調査） 

堤 英輔（東京大大気海洋研究所，特任助教，

乱流調査） 

 

 プロジェクトの実施概要  

① プロジェクトの目的 

 霞ヶ浦は，琵琶湖に次ぐ国内第 2位の湖面

積を誇る湖として知られ，水資源として周辺

の環境及び，経済産業活動に大きな影響を与

えている．しかしながら霞ヶ浦においては水

環境問題が顕在化している．長年，湖内や流

域で水質浄化対策を講じてきたにも関わらず，

水質問題の抜本的な解決には至っていない．

湖沼環境の悪化には，様々な要因が挙げられ

るが霞ヶ浦においては富栄養化に伴う諸問題

が環境悪化の要因となっている．写真-1 に示

すような富栄養化によるアオコの大量発生に

よる景観の阻害及び悪臭や，水質汚濁による

生物への悪影響が顕在化している． 

一般的な湖沼では窒素（以下 N）が生物（植物

プランクトン）増殖に対する主要な制限要因であ

り，これまでに Nの動態に関する研究は数多く

行われてきた．湖沼への N の負荷は主に河川

や土壌からの流入による．これに対して，りん

（以下 P）は湖そのものが発生源となることがあり，

特に貧酸素水塊(溶存酸素濃度 3mg/L 以下の

極めて酸素の低い水)と接触する湖底から溶出

しやすい．富栄養化に伴う生物の大量増殖とそ

れに伴う酸素消費も重要な問題であるが，貧酸

素状態による湖底からの P の溶出も水質改善を

する上では考慮する必要がある．すなわち富栄

養化が進行し底質に P が堆積する湖沼では，

「藻類の増殖→沈降した藻類の呼吸・分解によ

る酸素消費→貧酸素状態による底質からのPの

溶出→P の溶出による更なる富栄養化と生物増
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殖→・・・」といった負の連鎖フィードバックが発

生していると考えられる．この連鎖が水質悪化

の要因と考えられている湖沼が霞ヶ浦である．

そのため貧酸素水塊が頻繁に発生する霞ヶ浦

では，Nの負荷量に加えPの分布をモニタリング

することが生態系の把握や富栄養化の評価にと

って重要である． 

さらに湖水中における栄養塩や酸素の動態

は化学・生物学的プロセスに加え，移流・拡散を

伴う物理学的プロセスによってもコントロールさ

れている．しかしながら湖沼における栄養塩の

化学・生物プロセスは数km程度の大きなスケー

ルで扱われており，小スケールで発生する物理

プロセスによる影響が考慮されることはなかっ

た． 

本連携プロジェクトでは水質環境の改善が

特に急務と言われる霞ヶ浦を対象に水循環過

程及び，湖沼内における水循環過程と循環に

関わる栄養塩の動態について調査することを

目的とした． 

 

②連携の方法及び具体的な活動計画 

 湖沼や海洋における水循環や生態構造を解

明するには，現地で実際に調査を行うことが

必要不可欠である．また実地調査で得たデー

タを精密に解析・考察をすることが学術的及

び社会還元的なアウトプットに必要である．

さらに実地調査や地域への社会還元アウトプ

ットには，調査地域を統括する自治体との連

携が必要である．そこで本プロジェクトでは，

長年霞ヶ浦における水質調査の実績を持つ茨

城県霞ケ浦環境科学センターと流体現象の解

析を専門に扱う茨城大学（増永研究室）が共

同し，目的を達成するために連携する試みで

ある．具体的には，茨城県が問題としている

霞ヶ浦の富栄養化問題に対して，地球流体力

学的な観点から大学側が調査手法の提案・指

導を行い調査を進める．実地調査によって得

られたデータについては，両機関の得意とす

る分野の解析を担当し，最終的に解析データ

を統合しアウトプットとする．例えば，化学

分析に精通する茨城県は水質分析（Nや P）を

担当し，物理計測データ（水温や流速）は流

体データ解析を得意とする大学研究室側で担

当した．大学と県に加え，実地調査と助言を

国土交通省，精密な乱流計測を東京大学の研

究者に指導を頂いた． 

 霞ヶ浦は，主に 3つの西浦，北浦，外浪逆

浦から構成されている．昨年度の事業では北

浦のみを調査対象域としていたが，本年度か

らは北浦に加え西浦も調査水域に加えること

で，霞ヶ浦の水循環像や関連する生態系構造

の全体像を把握することを計画した．また本

年度は昨年度の調査項目に加え，乱流計測用

の水温係留装置及び微細構造観測装置

（VMP-250）を本格運用することで霞ヶ浦の水

循環構造をより詳細に把握することを試みた． 

 

③期待される成果 

 まず県と大学が共同調査を実施し，詳細な

湖の物理構造を把握することで，これまで明

らかとなっていなかった霞ヶ浦における基礎

的な水循環プロセスが把握できる．この水循

環プロセスと化学的な反応を伴う富栄養化過

程の関連性を調査し，物理学と化学を統合さ

せた水・栄養塩循環構造が明らかとなる． 

  

写真-1．（左）アオコ大量発生時の霞ヶ浦

の漁港と（右）夏季に頻繁に水面に見られ

る魚類の死骸（撮影：増永）． 
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明らかとなった水循環過程に関わる富栄養

化動態を，県や国に報告し，将来的な水環境

対策への提案へ繋げる．例えば貧酸素発生の

メカニズムを解明し，P溶出のタイミングが

予測可能になればよりタイムリーな対策を講

じることが可能である．また水や栄養塩循環

の過程を漁業者と共有することで効率的な漁

獲や養殖へ発展させられることが期待できる．

昨今地球環境を取り巻く上で大きな問題とな

っている気候変動に伴う霞ヶ浦の環境の変化

も，水循環や生態系構造が明らかとならなけ

れば気候変動に伴う適応策にも生かすことが

可能である．水循環過程解明に伴う環境対策

提案が実現すれば，茨城県霞ヶ浦における富

栄養化湖沼の対策を世界の同様な問題を抱え

る地域へ向けモデルケースとして発信するこ

とも可能である． 

 

 プロジェクトの実施成果  

① 活動実績 

本プロジェクトに関わる合同の調査・報告会

等の実績を時系列順に下に列挙する． 

4月 9日：県・大学プロジェクト打ち合わせ

（オンライン，特にコロナ禍における調査計

画についての打ち合わせ） 

6月 4日：水温計搭載係留系を北浦，西浦へ

設置 

6月 13日：流速計係留系の設置準備 

6月 17日：流速計を北浦，西浦へ設置． 

7月 9〜11日：北浦・西浦集中実地調査 

7月 17日：流速計一時撤収（メンテナンス） 

7月 30日：流速計再設置 

7月 5〜7日：北浦・西浦集中実地調査 

8月 5〜7日：北浦・西浦集中実地調査 

8月 15日：北浦・西浦集中実地調査 

10月 23日：夏季調査報告会（霞ケ浦環境科

学センター） 

11月 4日：係留系回収 

3月 5日：年度末調査報告会（霞ケ浦環境科

学センター） 

*予定していた冬期の係留系及び集中調査は，

新型コロナウイルス感染拡大による県からの

緊急事態宣言発令のため中止． 

 

連携 2年目である本年度は，昨年度実施する

ことができなかった 7月中旬以降の係留系観

測装置の設置と北浦と西浦の両水域における

調査を実施した．本年度は関連する漁協から

の協力を得ることで，漁期である 7月中旬以

降にも係留系を設置する許可を得ることがで

きたため，著しい貧酸素水発生が懸念される

8月に係留観測が可能になったことは大きな

進捗である．係留観測装置は，水温計（TidbiT 

v2及び SBE-56）と流速計（Nortek, Aquadopp 

Profiler）で構成され，北浦釜谷沖及び西浦

湖心に設置した（図-1）．  

昨年同様にYODA Profilerを用いた曳航観測，

乱流計を用いた水の混合状態の直接計測，採

水の分析を 7月及び 8月に集中調査として実

施した．特に 8月 5日の集中調査では，北浦

と西浦を同時間内に調査を行うことで，両水

域の違いを直接比較検討可能なデータを取得

した．また冬季の新型コロナウイルス感染拡

大を見込み，夏季に注力して調査を実施した．

冬期には調査は実施できなかったが，集中実

地調査を夏期に集中させたことで，本事業が

計画した十分な調査データを取得することが

できた．調査を行う上では，マスク着用や消

毒等の新型コロナウイルス感染防止策を徹底

し実施した． 

 

図-1．調査水域．赤線が YODA Profiler

による曳航観測ライン（8 月 5 日）．黄色

点が係留系設置箇所． 
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西浦と北浦の両水域における集中調査及び

係留系の観測結果から，西浦では鉛直混合（循

環）が起きやすく，一方北浦では鉛直混合が

発生しにくいことがわかった．8月 5日に観

測された結果からは，北浦における成層（上

下層の水温・密度差）は西浦より強く，鉛直

方向の物質輸送が抑制されていたと言える

（図-2）．このことは生態系パラメータである

溶存酸素に強く影響をしており，8月 5日の

北浦の湖盆南側湖底では溶存酸素 3mg/Lを下

回る貧酸素水塊が発生していたのに対し，西

浦では顕著な貧酸素水の発生は確認できなか

った．また西浦では北浦に比べ著しく濁度が

高く，促進された鉛直混合により強く底泥が

巻き上げられていることがわかった．係留系

による長期観測データからは，西浦では強い

成層は 2日以内で終息することに対し，北浦

では強い成層化が 3日以上継続し貧酸素水塊

を発生の原因となっていることがわかった． 

 力学的には，湖の面積もしくは長さが大き

いほど鉛直方向の循環が強くなることが裏付

けられているが，同地域に位置し水深が同等

な西浦と北浦における水の混合・循環構造が

大きく異なることは非常に重要な成果と言え

る．このことは霞ヶ浦における水環境の改善

及び保全に強く関わっていると考えられる．

近年では，西浦の水質は改善傾向にあるもの

の北浦では改善の兆しが見られない．北浦で

の水質悪化の原因として，抑制された水循環

による貧酸素水塊の発生に関わる湖底からの

栄養塩の溶出が影響しているのではないかと

考えられる．本プロジェクトの成果から西浦

と北浦では，水循環の構造が大きく異なるこ

とが明らかとなり，水質改善策に資する成果

であると言える． 

 これらの共同調査による成果を共有し，水

質改善策へ繋げるために，本年度は 2回（10

月及び 3月）に本プロジェクトとして連携す

る茨城大学と茨城県霞ケ浦環境センターに加

え，国土交通省霞ヶ浦河川事務所の 3グルー

プでの報告会，意見交換会を実施した（写真

 

図-2．8月 5日に観測された西浦（左）と北浦（右）における水温（上段），溶存酸素（DO）

と濁度（下段）． 

 

写真-2．霞ケ浦環境科学センターで実施さ

れた報告・意見交換会の様子． 
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-2）． 

 

今年度の連携成果により発信した学術的アウ

トプットを下に記す．太字は本年度のプロジ

ェクト参加者を示す． 

・学術論文 

Eiji Masunaga and, Shunsuke Komuro, 2020, 
Stratification and mixing processes associated 
with hypoxia in a shallow lake (Lake 
Kasumigaura, Japan), Limnology, 21, pp. 
173–186. 
 

浅岡 大輝, 増永 英治, 小室 俊輔 , 北

村 立実, 2020,地形と成層の変化に関連す

る風応力による混合応答時間の評価，土木学

会論文集(B2海岸工学),76, I_145-I_150． 

 

・学会発表等 

Eiji Masunaga, Shunsuke Komuro, Tatsumi 
Kitamura, Observations of vertical mixing and 
sediment heat flux in a shallow lake, JpGU 
Meeting 2020, July, 2020. 
 
Daiki Asaoka, Eiji Masunaga, Shunsuke 
Komuro, Tatsumi Kitamura,  Effects of the 
wind forcing on a shallow lake associated with 
the lake size and stratification, JpGU Meeting 
2020, July, 2020. 
 
北村立実，大内孝雄，湯澤美由紀，福島武彦，

佐藤礼二，浅岡大輝，増永英治， 鮎川和泰，

清家泰，北浦における貧酸素水塊の形成と分

布的な特徴，第 23回日本水環境学会シンポジ

ウム，2020年 9月． 
 
北村立実，大内孝雄，湯澤美由紀，福島武彦，

佐藤礼二，浅岡大輝，増永英治， 鮎川和泰，

清家泰，霞ヶ浦における貧酸素水塊の分布と

酸素消費速度について，第 55 回日本水環境学

会年会，2021 年 3 月． 
 

佐藤和貴，増永英治，北村立実，夏期の霞ヶ

浦の西浦と北浦の混合状態の比較，霞ヶ浦流

域研究 2021，2021年 3月． 

 

浅岡大輝，増永英治，小室俊輔，北村立実，

浅水湖における風応力に対する混合応答時間

スケールの評価，霞ヶ浦流域研究 2021，2021

年 3月． 

 

北村立実，増永英治，浅岡大輝，佐藤和貴，

霞ヶ浦の貧酸素水塊の状況及び底泥からのリ

ンの溶出速度について，霞ヶ浦流域研究 2021，

2021年 3月． 

 

・受賞等 

2020 年度地域水環境行政研究委員会優秀発

表賞授賞，北村立実（登壇者），北浦におけ

る貧酸素水塊の形成と分布的な特徴． 

 

② プロジェクトの達成状況 

 プロジェクトの 2年目の目標として設定し

た西浦と北浦の両水域における調査と夏季の

貧酸素水塊発生時に集中調査を実施したこと

から，プロジェクトの目標は十分に達成でき

ていると言える．また自治体と大学研究室の

連携による学会発表や論文投稿も積極的に行

っていることから，連携の成果が学術的アウ

トプットやシンポジウム等を通じて社会への

知の還元として十分に現れていると言える． 

 

③ 今後の計画と課題 

 来年度は，本年度までに築いた調査・解析

体制を維持し同様な調査・解析を実施する．

複数年度にわたり調査を続けることで，気候

変動的な要素も取り入れた解析を実施し，将

来予測等の実用可能な解析データの蓄積を進

める．また本年度取得した膨大な調査データ

の解析が課題として残っているため，継続し

てデータの解析を進める．また実地調査に加

え，流体のシミュレーションも導入すること

でより詳細な水循環構造とその生態系への影
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響を評価することも今後進める．最終的には

本課題の目標である水質改善への具体策の提

言を行う． 
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プロスポーツチームとの連携による地域活性化促進プロジェクト 

 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）株式会社フットボールクラブ水戸ホーリーホック・代表取締役社長 

小島耕 

（自治体等側）株式会社茨城ロボッツ・スポーツエンターテインメント・代表取締役社長 

山谷拓志 

（大学側）理工学研究科理学野・准教授 

百武慶文 

 

 連携先  

株式会社フットボールクラブ水戸ホーリーホ

ック、 

株式会社茨城ロボッツ・スポーツエンターテ

インメント 

 

 プロジェクト参加者  

上記の小島耕氏、山谷拓志氏、百武慶文に加

えて以下の参加者。 

(自治体等側) 

加藤健一（水戸ホーリーホック、ファンマー

ケティング事業部、企画・実行） 

(自治体等側) 

下出恒平（茨城ロボッツ、執行役員/チケット

事業部部長アリーナマネージャー、

企画・実行） 

佐々木知美（茨城ロボッツ、チケット事業部 

アリーナグループ・地域イベン

ト担当、企画・実行） 

(大学側) （50音順） 

伊藤孝（教育学部、教授、プロジェクト参画） 

高橋修（人文社会科学部、教授、プロジェク

ト参画） 

中村麻子（理工学研究科理学野、教授、プロ

ジェクト参画） 

松村初（教育学部、准教授、企画・実行） 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトの実施概要  

① プロジェクトの目的 

 本プロジェクトは、株式会社フットボール

クラブ水戸ホーリーホック（以下、水戸ホー

リーホック）、株式会社茨城ロボッツ・スポー

ツエンターテインメント（以下、茨城ロボッ

ツ）と茨城大学の連携協定事業を推進するも

のである。水戸ホーリーホックはサッカーJ2

リーグ所属のクラブで「夢と感動と一体感の

共有に向けて、地域に根ざし、地域と歩み、

地域に貢献し、地域と共に発展します」とい

う基本理念を掲げて活動しており、茨城ロボ

ッツはバスケットボール B2リーグ所属のク

ラブで「スポーツ・エンターテインメント・

メディアにより夢・誇り・活力を生み出し、

プロスポーツを中心とする様々な事業を通じ

て、地方創生のさきがけモデルをつくる」と

いうミッションを掲げて活動している。これ

らの 2クラブは水戸市をホームタウンとして

おり、その運営方針は茨城大学の理念である

「知の拠点として持続可能な社会づくりと地

域創生をめざす」と共通する部分が多い。こ

のような共通理念のもと、学問の世界とスポ

ーツの世界を融合させて、それぞれの地域貢

献に相乗効果を生み出して波及させることが

本事業の目的である。 

14



令和２年度地域研究・地域連携プロジェクト報告書 

 

② 連携の方法及び具体的な活動計画 

 本プロジェクトは 3カ年での実施を予定し

ており、その 2年目となる。茨城大学とプロ

スポーツチームの人的および物的資源を相互

に活用することで、学生や地域住民に興味を

持ってもらえるイベントを開催することを活

動計画の軸としている。 

しかしながら、コロナ感染対策の観点から

例年開催していたイベントは一切実施できな

くなったため、今年度は以下のような事業を

活動の軸とすることした。  

1. 事業担当者と学生が水戸ホーリーホック

や茨城ロボッツのホームゲーム開催準備

に関わることで、Jリーグや Bリーグが

コロナ感染対策についてどのような準備

をしているかを体験して議論・集約し、

学内での発表を行う。感染対策を講じた

うえで、発表会は対面かオンラインで行

う。活動内容をまとめたチラシの作成を

行い、学内で掲示を行う。 

2. 教育学部の松村先生が中心となって進め

ている、数学とバスケットを組み合わせ

たボードゲームの開発を推進する。また、

完成品を PRし、イベントなどで使用する。 

 

2では、米国で作成されたボードゲームを参

考にしており、STEAM人材の育成に十分な効

果があるとしてすでに米国などで注目されて

いる。（ゲームから得られる結果の参考：

http://nbamathhoops.org/why-math.php） 

 

 

③期待される成果 

 プロスポーツを通してコロナ感染対策が与

えた影響について情報収集を行うと同時に、

プロスポーツの地域貢献をサポートする。活

動内容を学内で発表することによって情報共

有を行い、学生および教職員がコロナ禍で行

った活動を報告し共有する機会を提供する。 

 

 

 プロジェクトの実施成果  

①  活動実績 

 水戸ホーリーホックと茨城大学の連携活動

は学内の有志で構成される「ホーリーネット」

が主導している。本プロジェクトの関係では、

高橋先生、伊藤先生、百武（代表）がメンバ

ーである。例年は新入生を対象としたイベン

トを学内で実施しているが、コロナ禍でイベ

ントは軒並み中止にせざるを得なかった。活

動内容については水戸ホーリーホックの加藤

氏と随時連絡を取って調整した。 

ホーリーネットの新しい試みとしては、7

月 29日に「新入生と学プロ団体等地域連携活

動団体との懇談会」（オンライン）に参加した。

これは、社会連携センターのイベントとして

実施された懇談会であり、高橋先生がホーリ

ーネットの活動内容を紹介して新入生に広報

活動を行った。  

また、9月には対面授業が一部再開するこ

とになったので、コロナ禍での学生に何かし

らエールを送りたいと考え、生協前に今年度

限りの横断幕を作成した。（図 1） 

図 1：横断幕作成 

 

水戸ホーリーホックのホームゲームでは、

学生サークルであるアナウンスステーション

（以下、アナステ）の活動をクラブとともに

サポートした。アナステは水戸ホーリーホッ

クのホームゲームのアナウンス活動を長年担
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当している実績があり、彼らが安心して活動

に専念できるように、タクシーによる移動を

サポートし、消毒液、消毒液自動噴霧器およ

びマスクの配布を行った。携帯用アルコール

消毒液やアルコール除菌シートの配布も行っ

た。 

図 2：アナステの活動場所 

 

場内アナウンスは図 2の赤丸の部屋で実施し

ており、アルコール消毒などを入念に行いな

がら、活動を行った。具体的な役割としては、

場内放送の担当や選手入場のタイミングを伝

えるアシスタントディレクターの活動などが

あり、放送活動の主要な部分を担っている。 

 

図 3：放送活動の様子 

 

コロナ禍での活動は人数制約も多く、例年は

最少でも 4名以上での活動を行っていたが、

今年度は 3名で役割分担できるように、作業

内容の簡素化を行った。 

茨城ロボッツと茨城大学の連携事業は学内

有志の「iBIRD」が担っており、また、ホーム

ゲームにおける場内放送は、学生サークルの

放送研究会が活動に参加している。本プロジ

ェクトでは放送研究会の会場までの移動を一

度サポートし、また、消毒液、消毒液自動噴

霧器およびマスクを配布した。さらに、携帯

用アルコール消毒液とアルコール除菌シート

の配布を行った。活動内容については茨城ロ

ボッツの佐々木さんと調整を行った。 

放送研究会は 2名から 3名で活動を実施して

おり、映像を会場のスクリーンに投影する操

作や、場内音声の切り替えの操作を担当した。

（図 4）今シーズンは、観客に声を出しての

応援ができないことの周知や、選手やスタッ

フとの接触を避けるように周知するなど、例

年とは異なる対応が求められた。また、機材

の消毒を行い、帰宅の際は時間差での退館を

お願いするなどの活動を行った。 

図 4：放送研究会の活動 

 

ロボッツとの連携活動では、昨年度から松

村先生が検討していたボードゲーム「さんす

うバスケ」を試行することができた。さんす

うバスケは米国などで注目されている算数と

バスケットボールを組み合わせたボードゲー

ムで、普及活動と算数教育を組み合わせたも

のである。ボードゲームは既存の製品を参考

にしてはいるが、カードはロボッツの選手の

ものを作成して、試作品を完成させた。（図 5） 

 

図 5：さんすうバスケのカードとボード 
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11月 29日（日）には実際にアダストリア水

戸アリーナの一角で、さんすうバスケの体験

イベントを実施した。算数の計算とバスケッ

トボールのゲームの進め方を学びながら、小

学生の子供を中心に盛り上がるイベントとな

った。(図 6) 

図 6：さんすうバスケのイベント 

 

 

②  プロジェクトの達成状況 

活動内容は①で述べたように多岐にわたっ

た。このような活動をぜひ学内で報告したい

と考えて、学内外の関係者を中心にオンライ

ン報告会を実施した。実施日は 1月 20日で参

加人数は 20名超であったが、人文社会科学部、

教育学部、理学部、工学部、社会連携センタ

ー、広報室、水戸ホーリーホック、茨城ロボ

ッツの関係者に出席してもらい、活動を振り

返りつつ、様々な観点から意見交換をするこ

とができた。 

 報告会では、ホーリーネット代表百武、ア

ナステ秋藤さん、放送研究会窪寺君、教育学

部松村先生が報告を行った。後者の 3つにつ

いては活動内容で記した内容を報告してもら

った。ホーリーネットの活動については、ケ

ーズデンキスタジアムでのコロナ禍での観戦

の様子と、観客へのアンケート実施結果の報

告があった。 

 特に印象深かったのは、学生がコロナ禍で

の観客の応援について息苦しさを感じつつも、

なんとかインベントが盛り上がるように自分

にできることを考えて活動していた点である。

発表についても参加者からは好評価であった。

百武はプロジェクト期間中に学生と企画や調

整で意見交換を何度も行ったが、そのような

やり取りも含めて本プロジェクトは学生の成

長に貢献できたのではないかと思う。またあ

らためて、学外の異分野との交流は教育の観

点からも重要だと感じた。 

 さんすうバスケについては松村先生と茨城

ロボッツの下出氏による努力が実り、イベン

ト試行まで到達できた。こちらも参加者から

は好評価であり、教育を通してバスケットの

魅力を発信するツールになりえると期待され

る。今後はさらに改良を加えて、来年度は本

格始動を検討している。 

 コロナ禍のためプロジェクトのイベントは

ほとんどが新規にものとなったが、学生と教

職員の工夫によって、充実した成果を挙げる

ことができたと考えている。なお、これらの

活動については大学の HPに掲載されたため、

これをもってチラシ作成の替わりとした。 

https://www.ibaraki.ac.jp/news/2021/02/1

7011108.html 

https://www.ibaraki.ac.jp/news/2021/02/2

6011124.html 

 

 

③  今後の計画と課題 

 コロナ禍でのプロスポーツと関わる学生の

活動を継続してサポートして行きたい。今後

は、ホーリーホックのイベントで教育的な要

素を出せないかを検討する。また、さんすう

バスケのイベントをより充実したものに発展

させたい。 

17

https://www.ibaraki.ac.jp/news/2021/02/17011108.html
https://www.ibaraki.ac.jp/news/2021/02/17011108.html
https://www.ibaraki.ac.jp/news/2021/02/26011124.html
https://www.ibaraki.ac.jp/news/2021/02/26011124.html


令和２年度地域研究・地域連携プロジェクト報告書 

地域の国際化を考える 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）阿見町町民生活部町民活動課・課長 

中村政人 

（大学側）茨城大学全学教育機構・准教授 

瀬尾匡輝 

 連携先 

阿見町町民生活部町民活動課 

 プロジェクト参加者 

中村政人 （阿見町町民活動課、課長： 

プロジェクト総括） 

大塚淳 （阿見町町民活動課、課長補佐： 

企画・運営、関係機関調整） 

高橋史成 （阿見町町民活動課、主任： 

情報収集、会場の手配） 

坂上伸生 （茨城大学農学部、准教授： 

企画・運営） 

瀬尾匡輝 （茨城大学全学教育機構、准教授： 

プロジェクト総括） 

 プロジェクトの実施概要 

①プロジェクトの目的 

 本事業では、阿見町の国際化と在留外国人

に対する支援について話し合う円卓会議を実

施する。円卓会議では、参加者間との議論を

通して、外国人の支援に関して町内の多様な

組織が連携してできることは何かを模索する。 

②連携の方法及び具体的な活動計画 

 2020年 11月に阿見町役場で外国人とかか

わる部署に属す担当者が参加する円卓会議を

開催し、阿見町の外国人受け入れの現状と課

題を報告してもらう。そして、2020年1月に、

町内で外国人を受け入れる企業、農家、学校、

病院、行政などの担当者を招いた円卓会議を

行い、外国人受け入れの現状とその課題につ

いて報告してもらう。参加者間との議論を通

して、外国人の支援に関して町内の多様な組

織が連携してできることは何かを模索する。 

③期待される成果 

 本事業の対象となる阿見町では、1999年に

536人だった町内の在留外国人数は、2009年

には 778人となり、2019年には 940人となっ

た。この 20年間で約 1.8倍も町内に住む在留

外国人数は増えている。また、2019年の出入

国管理法の改正に伴い、町内に住む外国人は

今後もまずます増えることが予想されている。

特に、阿見町の産業を支える農業の現場や近

年町内への進出が著しい製造業などの工場で

は、外国人がいなければ産業が成り立たない

という状況も生まれつつある。しかし、その

一方で、１）町内の在留外国人が地域住民と

接点がもてなかったり、２）教育や医療など

の現場で、どのように外国人やその子女を受

け入れるのか、３）災害時の情報伝達など、

行政サービスをどのように届けるのかという

課題も浮かび上がっている。 

 阿見町の現状をふりかえると、このように

増加する在留外国人に対する支援については

これまで十分な議論が行われてはおらず、外

国人を受け入れる企業や学校などの各組織が

それぞれ独自に対応しているという現状があ

った。そのため、場当たり的なノウハウが各

組織ごとに停滞し、最適化され得ないという

課題があった。本事業を通して、これらの課

題を解決するとともに、外国人の支援に関し

て町内の多様な組織が連携してできることは

何かを模索する。 
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 プロジェクトの実施成果  

① 活動実績 

第 1回円卓会議 

 2020年 11月に、阿見町役場で外国人とか

かわる部署の担当者を招いた円卓会議を以下

の要領で実施した。 

 

日時：令和 2年 11月 9日（月） 15:00～17:00 

 

場所：阿見町総合保健福祉会館 

さわやかセンター 大会議室 

 

参加者： 

阿見町町民活動課課長 

  中村 政人 

阿見町町民活動課課長補佐 

  大塚 淳 

阿見町町民活動課主任 

  高橋史成  

阿見町防災危機管理課課長 

  白石 幸也 

阿見町健康づくり課課長 

  佐川 廣子 

阿見町教育委員会指導室室長 

  東 治樹 

阿見町国際交流協会事務局長 

  湯原 清和 

茨城大学グローバル教育センター長 

  池田 庸子  

茨城大学社会連携課課長 

  矢内 結香 

茨城大学国際交流課課長 

  安田 裕 

茨城大学農学部准教授 

  坂上 伸生 

茨城大学全学教育機構准教授 

  瀬尾匡輝 

  

 

 

写真 円卓会議の様子 

 

円卓会議ではまず阿見町町民活動課の高橋史

成主任から、阿見町における在留外国人受け

入れの現状について報告があった。 
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 阿見町には2020年1月時点で964名の在留

外国人が在住しており、その 9割がアジア圏

からの外国人であること、フィリピンとタイ

の国籍の女性が全体の 36％を占めているこ

とが報告された。 

そして、在留資格別では、「永住者」「定住者」

「日本人の配偶者等」等がおよそ 7割を占め

ており、日本国内に長期にわたって住んでい

る外国人が多いことが確認された。また、就

労ビザで阿見町に在住する外国人は 181名お

り、そのうち最も多いのが技能実習で 69名と

なっていた。 

 その後、町民活動課、防災危機管理課、健

康づくり課、教育委員会、国際交流協会の担

当者が以下の３つの点について報告をした。 

1. 現状――外国人の受け入れの現状、

外国人とのかかわり

2. 対応――外国人に対してどのような

対応・支援をしているか

3. 課題――どのような点で現在困って

いるか

共通した課題として、窓口における多言語に

よる対応の難しさが浮き彫りになった。また、

行政だけでは対応することが難しく、大学、

外国人を受け入れる企業、区長をはじめとす

る地域住民との連携の重要性も確認された。 

第 2回 円卓会議→インタビュー調査 

 2021年 1月に、町内で外国人を受け入れる

企業、農家、学校、病院などの担当者を招い

た円卓会議を開催する計画を立てたが、外国

人を受けいれている企業、農家、病院などの

情報を町では十分に把握しきれていないこと、

また、新型コロナウィルスの感染拡大により、

大人数を集めた会議を行うことが難しくなっ

てしまったことから、阿見町内で在留外国人

を支援している個人に個別にインタビューを

することになった。インタビューの概要は以

下の通りである。 

インタビュー日時：

2021 年 2 月 16 日 13:00～15:00 
インタビュー協力者：  

  在日インドネシア人の支援にかかわる

  横山瑞穂

インタビュー日時：

2021 年 2 月 19 日 13:30～15:00 
インタビュー協力者  

  阿見町二区南 区長 

  佐々木茂文

横山瑞穂氏は、インドネシア出身で、結婚を
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機に日本に移り住んだ。阿見町に住んでから

は、近隣住民とのネットワークづくりを重視

し、積極的に交っている。また、県内の在留

外国人（特にインドネシア出身の外国人）に

対するサポート活動（例えば、病院や役所で

の手続き支援、学校や育児の相談、定期的な

食事会の開催など）を行っている。 

 佐々木茂文氏は、定年退職後に阿見町に移

り住んだ。2年前からは阿見町二区南の区長

を務めている。元々高校の英語教諭で英語が

話せることから、行政区内に住む外国人の支

援（例えば、学校や育児の相談、生活支援な

ど）を行っている。 

 二人のインタビューからは、地域内に住む

人々との連携の重要性が確認された。それは、

単に外国人に対する支援のためというわけで

はなく、常日頃から地域に住む多様な人々と

交流をし、必要があればサポートをすること

の大切さである。 

 二人の周囲に住む外国人は、手堅いサポー

トが得られているように感じられた。だが、

その他の町内のコミュニティでは、このよう

な住民間の連携がなされているとは言い難く、

町内に住む在留外国人の誰もが手堅くサポー

トが得られるようにするためには、コミュニ

ティ内の連携をさらに深めていく必要がある

だろう。そのためには、町内に住む在留外国

人と日本人が交流できる場の創出が求められ

ており、町内の在留外国人と日本人が交流で

きるイベントや定期的な交流の場等を企画・

運営する必要があるだろう。 

 また、円卓会議及び在留外国人を支援する

人々へのインタビューを通して、自助・共助・

公助の重要性も明らかになった（図 5参照）。

在留外国人も日本語を学ぶなどして、コミュ

ニティに適応していく必要がある。だが、在

留外国人を受け入れる側の日本人も在留外国

人をサポートすることで在留外国人をコミュ

ニティに受け入れていく必要があるだろう。

そして、それらの人々を行政がサポートをし

ていくことで、よりよい形で町内の在留外国

人を支援していくことができるようになる。

この三者のうち一つも欠けることなく、在留

外国人を支援していく体制を整えていくこと

が急務であるだろう。 

 

② プロジェクトの達成状況 

 本事業では、最終的な成果物として、第 1

回円卓会議及びインタビュー調査を文字起こ

ししたもの、そしてその分析結果をまとめた

ものを含む報告書を刊行する。現在、編集作

業を進めており、2021年度初めに茨城大学グ

ローバル教育センターのホームページ上に掲

載し、プロジェクトを通して得た知見を広く

社会に還元する予定である。 

 

図 5：自助・共助・公助 
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③ 今後の計画と課題 

 本地域研究・地域連携プロジェクトからは、

コミュニティ内の連携の重要性が示唆された。

しかしながら、コミュニティ内の連携を進め

ていくうえで、以下の課題も残った。 

 

課題１外国人を受けいれている企業、農家、

病院などの情報を十分に把握しきれていな

い 

 当初の計画では、外国人の支援に関して町

内の多様な組織が連携してできることは何か

を模索することが本プロジェクトの目的だっ

た。しかしながら、町では外国人を受け入れ

ている企業、農家、病院などの情報を十分に

把握しきれていないことが明らかになった。

今後は企業、農家、病院などへのアンケート

及びインタビュー調査を行い、外国人受け入

れの現状とどのような困難を抱えているのか

を明らかにし、特に日本語教育においてどの

ような支援が必要なのかを把握したい。そう

することで、「自助」の部分の支援をどのよう

にできるのかを検討していきたい。 

 

課題２在留外国人と日本人が交流できるイ

ベントとはどんなものか 

 本プロジェクトでは、町内に住む在留外国

人の誰もが手堅くサポートが得られるように

なるために、町内に住む在留外国人と日本人

が交流できる場の創出の重要性を主張した。

しかしながら、町内の在留外国人と日本人が

交流できるイベント等の詳細についてはまだ

検討ができていない。今後は、在留外国人と

日本人が交流できるイベントを実際に企画・

運営し、そのイベントの開催を通してどのよ

うにコミュニティ内の連携が生み出され、「共

助」へとつながっていくのかを検討したい。 

 

 そして、課題１と課題２を明らかにしてい

くことで、「公助」――行政に求められる支援

についてさらに検討を深めていきたい。 
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露地栽培農産物のチャレンジ実証プロジェクト 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）所属機関名・職名 

茨城町生活経済部・部長  

菅谷 康 

（大学側）所属機関名・職名 

農学部・教授 

成澤才彦 

 

 連携先  

茨城町、生活経済部、茨城町、農業政

策課 

 

 プロジェクト参加者  

菅谷 康（茨城町、生活経済部 部長・

事業担当責任者） 

菅谷 久巳（茨城町、農業政策課 課

長・事業担当副責任者） 

郡司 孝紀（茨城町、農業政策課 課

長補佐・企画・立案・実施） 

林 圭三（茨城町、農業政策課 係長・

企画・立案・実施） 

郡司 裕美子（茨城町、農業政策課 主

事・企画・立案・実施） 

中塚 貴之（茨城町、農業政策課 主

事・企画・立案・実施） 

 

成澤 才彦（農学部、教授・エンドフ

ァイト利用技術の確立） 

浅木 直美（農学部、准教授・生育調

査） 

吉田 貢士（農学部（現東京大学）、

准教授・気象データの解析） 

坂上 伸生（農学部、准教授・土壌条

件の検討） 

田村 誠（GLEC、准教授・気候変動

影響と適応策） 

 

 プロジェクトの実施概要  

①プロジェクトの目的 

国内有数の農業県である茨城県は、年

平均気温は 13～14.5℃の範囲で比較的

温暖である。このため本県には昔から

南限の作物や北限の作物が数多く栽培

されている。しかし、地球温暖化の影

響により、今まで栽培できなかった作

物が生育できる環境も生まれつつある

ことから、茨城県のほぼ中央に位置す

る茨城町の圃場において、主に露地で

作物を育てる実証実験を実施し、これ

からの茨城農業の新たな展開の可能性

を拓く調査・研究を行う。 
 

②連携の方法及び具体的な活動計画 

現在、県内で生産されていない作物で、

生育の可能性がある作物を協議の上、

選出する。茨城大学側で選出されたテ

ンサイを供試して、エンドファイト定

着苗を育苗し、茨城町が提供する生産

者に協力を依頼し、その栽培を行う。

なお、マンゴーに関しても、昨年度に

引き続き栽培と行う。 

 

③期待される成果 

温暖化に適応、利用することで、茨城

県で栽培されていない新たな作物が栽

培できると、農業はもとより、食文化、

販売、流通に対しても大きな影響を及

ぼすことになる。また、希少価値のあ

る作物であれば、農家の収入も大きく

増えることが予想される。このように、

気候変動のリスクに対する受動的な適

応ではなく、気候変動を逆手に取った
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能動的な適応策の提案になることが期

待される。 
 

 プロジェクトの実施成果  

① 活動実績 

実験方法 
1 テンサイに高温耐性を付与する

DSE（Dark Septate Endophytes）の選抜 
テンサイに高温耐性を付与する DSE
を選抜するため、テンサイの生育至適

温度である 23℃、高温による症状が生

じる 30℃において無作為に選んだ

DSE10 菌株を供試した。テンサイ種子

は表面殺菌後、乾燥させ、1.5%素寒天

培地上において 2 日間生育させた。2
週間 Oat Meal Agar 培地上で培養した

供試 DSE 菌株のコロニー上に同発芽

苗を静置し、ポット内で 2 週間生育さ

せた。その後、同植物体を回収し、地

上部乾燥重量を測定した。 
 
2 選抜した DSE を利用した茨城町で

の圃場試験 
選抜した DSE２菌株を処理して育苗

されたテンサイ苗を供試して、圃場レ

ベルでの栽培試験（有機栽培）を茨城

町で行い、その効果を確認した。供試

数は少なくとも各処理区 10 株とした。 
 
実験結果 
1 テンサイに高温耐性を付与する

DSE の選抜 
実験室内におけるテンサイを用いた植

物接種試験では、23℃において供試し

たDSE10菌株のうち7菌株が対照区と

比較して地上部乾燥重量を 2 倍以上に

増加させた。また 30℃では、その７菌

株中、２菌株が約 2 倍に増加させた。 

 
3.2 選抜した DSE を利用した茨城町

での圃場試験 

対照区では約40%が枯死した。一方、

両 DSE 処理区では 100%が生存した

（図 1）。 
 

 

図 1 茨城町におけるテンサイの栽培試験 

左：DSE 処理区 右：対照区 

 

② プロジェクトの達成状況 

 テンサイは砂糖の原料であり、国内

では北海道の畑作で栽培されている特

産品である。 
テンサイ栽培は連作障害があるため、

麦、豆類、馬鈴薯などと三輪作または

四輪作の作付体系がとられている。ま

たテンサイ糖は国内砂糖の約 7 割を占

めており、北海道では地域の産業とし

て重要な役割を担っている。しかし、

北海道におけるテンサイの作付面積の

推移をみると、労働負担が大きいなど

の理由により減少傾向にある(図 2)。 

 図 2 北海道におけるテンサイの作付面積

推移（作物統計） 
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テンサイ栽培の栽培適温としては一

般的に生育期間の日中温度が 25℃ま

でとされている。テンサイも茨城町で

試験栽培が行われ、この温度域に対し

て根部エンドファイト処理が行われた

株は生存し、30℃程度の高温まで耐え

た結果となった。そこで、20 日積算日

最高気温の 30℃超過確率を算出し、栽

培可能地域の検討を行った。ここでは、

現在気候において栽培可能な地域を検

討するため、検討期間は 1990〜2019
年の直近 30 年間とした。観測地点を任

意の年超過確率ごとに色分けして日本

地図にプロットした結果を図 3 に示し

た。

 
 図 3  20日積算日最大気温30℃年超過確

率 

 
北海道全域では日最高気温 30℃の年

超過確率は 11%以下と低いが、本州で

は中国山脈付近や富士山などの標高が

高い地域を除くほとんどの観測所で超

過確率が 50%を超える結果となった。

また、西日本では沿岸部の超過確率は

内陸部よりも低い傾向にあり、これは

海洋が有する熱容量の大きさが関係し

ているものと思われる。テンサイの栽

培が可能であるかについて、年超過確

率 33.3%（3 年に 1 回被害が発生）を

閾値にとると、図 3 より超過確率が

33.3%以下であるのは山脈地帯を除き、

東北地方と北海道に多く分布している。

茨城県は様々な作物の栽培に適する南

限や北限が多いと言われるが、現状で

は超過確率は 33.3%を超えている。茨

城県での栽培では、エンドファイト処

理に加え、マルチングなど他の手法と

組み合わせ夏場の地温上昇を抑えるこ

とにより更なる品質向上がもたらされ

ると考える。 
一方、昨年度供試したマンゴー苗も今

年度も順調に生育している。 
 

③ 今後の計画と課題 

今後は供試数を増やし、さらに栽培条

件を詳細に検討し、茨城町でのテンサ

イ栽培を実現することにつなげる。 

また、マンゴーに関しても昨年度から

栽培を継続している苗があり、さらに

供試数を増やし、栽培を継続する。 
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茨城大学阿見キャンパスで飼育管理される地域ネコ個体群の                             

行動生態に関する研究 

 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）NPO 法人 茨城県・犬猫共存推進会・代表 

塚本 純子 

（大学側）茨城大学農学部・教授 

安江 健 

 

 連携先  

NPO法人 茨城県・犬猫共存推進会、 

茨城大学農学部学生サークル「いばねこ」 

 

 プロジェクト参加者  

安江健（茨城大学農学部、教授、大学側実施

責任者であり本プロジェクトの企

画・調整・総括） 

塚本純子（NPO茨城県犬猫共存推進会、代表、

NPO側事業責任者であり地域ネコ活

動自体の運営と本プロジェクトの企

画・調整・総括） 

杉山満吏子（NPO茨城県犬猫共存推進会、阿

見地域ネコメンバー、地域ネコの飼

育管理や捕獲等のデータ収集補助） 

松本友美（NPO茨城県犬猫共存推進会、阿見

地域ネコメンバー、地域ネコの飼育

管理や捕獲等のデータ収集補助） 

石塚文子（NPO茨城県犬猫共存推進会、阿見

地域ネコメンバー、地域ネコの飼育

管理） 

河上花琳（茨城大学農学部４年生、茨城大学

農学部学生サークル「いばねこ」代

表、収集データの解析） 

 

 プロジェクトの実施概要  

① プロジェクトの目的 

 無責任な給餌により野良ネコが地域で繁殖

し、住民同士のトラブルを引き起こしたり安

易な殺処分を増加させたりする例が後を絶た

ない。地域ネコ活動とは、野良ネコの捕獲・

不妊処置を通して適正管理を図り、地域住民

とネコの共生社会を実現することを目的とし

た世界的な取り組みであり、茨城県において

も 2015年に制定された「茨城県動物愛護管理

推進計画」に基づいて、地域ネコ活動が推進

されるようになった。2018年 12月から始ま

った阿見キャンパスでの地域ネコ活動では、

地域の NPO法人が学生サークルとともにキャ

ンパス内に給餌・避難場所を設け、捕獲して

の避妊・去勢手術を行うとともに、子ネコは

里親が見つかるまでの期間、成ネコは終生飼

育を前提として屋外飼育を行っている。しか

しこれら地域ネコが給餌以外の時間帯に何処

でどう生活しているのか、活動域は阿見キャ

ンパス外にも及んでいるのか等、その行動生

態はまったく不明である。個体ごとの給餌量

の調節など適正な飼育管理方法を確立すると

ともに、地域住民への説明責任を果たすため

には、これら地域ネコの行動生態学的知見は

必須である。そこで本プロジェクトでは、NPO

法人茨城県・犬猫共存推進会や学生サークル

「いばねこ」との連携のもと、個体ごとの給

餌場や避難場所の利用状況、行動圏の範囲と

その大きさといった行動生態学的側面を把握

することを目的とした。 

 

② 連携の方法及び具体的な活動計画 

阿見キャンパスでの地域ネコ活動では、NPO

法人と「いばねこ」のメンバーがキャンパス

内教職員駐車場裏（図１の☆）に複数のキャ

リアボックスを重ねた避難小屋（図２）を設

置しているとともに、隣接する植物園（図１

霞光荘裏の黒塗り部分）と正門脇の遊歩道（図

１の正門脇黒塗り部分）で朝夕２回（時々昼

も）の給餌を行っている。個体群メンバー以
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外のネコを誘引することを防止するため、基

本的に来訪メンバーにのみ食べきる量を給餌

して置き餌はしないようにしている。これら

毎日の給餌・給水や、避妊・去勢処置のため

の定期的捕獲、さらには怪我をした個体の捕

獲・治療など、地域ネコの飼育管理全般につ

いては従来通り NPOの地域ネコメンバーが中

心となって実施していただいた。 

本プロジェクトでは地域ネコの行動生態学

的データとして、各個体の給餌場や避難場所

の利用状況、行動圏の範囲とその大きさにつ

いて把握することを計画した。毎回の給餌時

に給餌場に来て採餌した個体を給餌担当者に

記録してもらい、その来訪頻度から給餌場の

利用形態を個体ごとに類型化した。避難小屋

の前に野生動物用の赤外線センサーカメラ

（Ltl-Acorn 6210）を設置して 24時間連続の

行動観察を実施し、避難小屋の利用頻度を個

体ごとに算出することで、地域ネコ個体群に

とっての避難小屋の重要性を把握しようとし

た。加えて市販の小型 GPSロガー（i-gotU 

GT-120）をネコ用首輪に紛失防止無線タグ

（TrackRピクセル）とともに装着し、個体ご

との行動圏の範囲とその大きさについて測定

することを計画した。これらのデータ収集に

あたり、給餌場の来訪個体の記録を給餌担当

者である NPOメンバーが実施したとともに、

GPS首輪を装着・回収する際の捕獲について

も NPOメンバーが担当した。収集したデータ

の解析については、「いばねこ」の代表者が安

江の研究室において実施した。 

なお、これら地域ネコから以下に記す方法

によってデータ収集を行うことに対しては、

予め茨城大学動物実験委員会の認可（承認番

号：20010）を受けた。 

 

③ 期待される成果 

本プロジェクトにより地元住民に対する説

明責任を果たすための基礎データを得ること

ができる。加えて農場以外で約 11haと広いキ

ャンパスに加えて、病院とその駐車場が隣接

し、苦情が出やすい民家などの一般住宅が離

れているという、比較的恵まれた環境下での

地域ネコの生活様式の一例を把握することが

できるとともに、その環境下での適切な飼育

管理に向けた基礎的知見を提供することがで

きる。 

 

 プロジェクトの実施成果  

① 活動実績 

連携先と本プロジェクトの内容について

決定した 6月１日以降、本プロジェクトを開

始した。具体的には 2020年 6月 1日～12月

31日までの 214日間、給餌場への来訪の有無

を毎日個体ごとに記録してもらった。また地

域連携プロジェクトとしての採択が決定した

8月 3日以降、GPSロガーの精度確認、装着方

法の検討に続いて８～10月の期間中、捕獲で

きた個体に順次GPS首輪を装着して24時間連

図１ 阿見キャンパスにおける地域ネコの

給餌場と避難小屋の位置 

図２ 設置されている避難小屋 
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続の行動圏測定を行った。また複数台の赤外

線センサーカメラを購入して避難小屋に設置

し、9～12月の期間中各月 10日間程度の 24

時間観察を行った。 

これら本プロジェクト実施期間中におけ

る対象個体群の構成は、1歳未満の２匹の子

ネコを含む計 10匹であった（表１）。2匹の

子ネコは８月１日よりこの個体群に導入され、

11月中旬に里親が表れて転出した。「ぎゃお」

は本調査開始とほぼ同時（６月 1日）に去勢

手術を経て地域ネコとして飼育が開始された。

それ以外の個体は昨年度より飼育されてきた

個体であるが、本調査時の対人スコアが５と、

給餌者への逃避反応を示す個体も存在した。

これらの個体群において、得られた結果は次

の通りである。 

表２には給餌場の訪問パターンとして、6

月１日～12月 31日までの 214日間で給餌場

を訪問しなかった日数とその割合を個体ごと

に示した。給餌場を全く訪問しなかった日数

（とその％）は 0～37日間(17.3%)と個体間で

変動したが、いずれも 8割以上の日は給餌場

で給餌を受けた。1割以上の日で来なかった

個体が４匹いたが、来ない日が観察開始直後

の 1.5カ月間（6/1～7/15まで）に集中する

個体（観察開始後 1.5カ月までに占めた割合

が約 8割以上の「ちび」「しろ」）と、観察期

間中に分散する個体（同割合が 8割未満の「ぶ

ち」「みけ」）が存在した。「ちび」や「しろ」

といった個体はおそらく、6月 1日からの記

録開始に伴って給餌担当者による捜索や呼び

寄せの努力量が増大した結果、毎日給餌場を

訪問するようになったものと推察された。一

方で「ぶち」や「みけ」といった個体は調査

期間中の最後まで、全く給餌場に来ない日が

時々散発した。これら給餌場に来ない日があ

る４匹のうち、「ちび」と「ぶち」は対人スコ

アが５であったが「みけ」と「しろ」は１で

あり、必ずしも人に馴れていない個体ほど給

餌場に来ない日があるという訳ではなかった。 

GPSを用いた行動圏測定では、まず５月 30

日から33日間、市販の小型GPSロガー（i-gotU 
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GT-120）を緯度経度が判明している水準点に

静置し、測定間隔を１分、５分、10分とした

場合の測定誤差を把握した。その結果、測定

間隔が短いほど精度は高かったことから、本

プロジェクトでは位置を１分間隔で計測する

こととし、その際の 95％信頼限界は経度方向

で±8.86m、緯度方向で±15.32mであった。

つまり以下に示す GPS測定による距離や面積

の算出には、東西方向に約 9ｍ、南北方向に

約 15ｍ程度の測定誤差を含んでいた。小型と

はいえ 44.5 ×28.5 ×13mmのロガーを首輪

に装着することから（図３）、藪等に引っかか

って首が締まる危険性を考慮して、首輪には

脱落しやすいネコ用の安全首輪を用いた。そ

れゆえ落下した GPSロガーの回収率を高める

ために、紛失防止無線タグ（TrackRピクセル）

を同時に首輪に装着した。 

8/21～10/26の期間中に、捕獲可能な個体

に適宜 GPS付き首輪を装着し、基本的には 24

時間分のデータが取得できるよう、半日～１

日程度の余裕をみて回収した。なお、10月 26

日に子ネコである「しょこら」に首輪を装着

した際には、首輪が脱落しないトラブルが発

生したため急遽首輪を回収し、以降の GPS測

定は取り止めた。8/21～10/26の期間中に、

最終的にのべ11頭の個体にGPS首輪を装着し

たが、脱落した首輪の回収率は 50％（2/4回）

に留まり、連続 24時間以上の位置データが得

られたのは５匹（「とらこ」「しろ」「ぎゃお」

「くま」「しょこら」）のみであり、全て対人
図３ 地域ネコへの GPSロガー装着の様子 

 

図４ 各ネコの GPSデータの分布（行動圏） 
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スコアが１～２の捕獲しやすい個体に限られ

た。 

連続 24時間以上の位置データが得られた

５匹のうちの４匹分の行動圏を図４に示した。 

なお、「くま」については同じ子ネコである「し

ょこら」とほぼ同様の結果であったため図４

では省略した。上述の通り、この５匹の中で

は「しろ」のみが観察開始当初に給餌場に来

る頻度は少なかった（表２）が、GPS測定を

実施した 9月時点では「しろ」も含めて全て

の個体がほぼ毎日給餌場を訪問していたこと

を反映し、これら５匹はいずれも給餌場を中

心に行動していた（点が集中する黒で囲った

植物園周辺）。加えて去勢雄である「しろ」と

「ぎゃお」については給餌場以外にも行動の

中心となる場所が存在し、「ぎゃお」は隣接す

る東京医大病院の駐車場に、「しろ」は同じ阿

見キャンパス内ではあるが給餌場とは別の馬

場周辺に拠点を持っていた（どちらも給餌場

以外の黒で囲った場所）。どちらも複数の行動

拠点が存在したが、最近去勢した「ぎゃお」

は同じ去勢雄である「しろ」よりも活動範囲

はより広く、前日や翌日には 24時間の連続測

定ができた日にも行っていない場所（図４の

赤で囲んだ場所）まで出向いており、キャン

パスから北西や南東方向の住宅地にも足を延

ばしていた。一方避妊雌の「とらこ」では、

国道の生垣沿いにキャンパス外にも出ていた

（図４の赤で囲んだ場所）ものの、こちらは

点の密度から単なる通過と考えられ、子ネコ

である「しょこら」や「くま」と同様、ほぼ

キャンパス内の給餌場周辺のみで生活してい

るものと推察された。 

 24時間連続で測定できた日のGPSデータを

最外郭法(SamuelとFuller, 2001)によって囲

んだ 24時間の行動圏面積は、「ぎゃお」16.1ha、

「しろ」2.54ha、「とらこ」3.02ha、「しょこ

ら」1.67ha、「くま」1.35haであり、「ぎゃお」

以外の個体では海外の農村地域での飼いネコ

の行動圏面積（日中：0.77～3.30ha,夜間：1.38

～4.46ha）（Barratt,1997）とほぼ同程度であ

った。「ぎゃお」の行動圏は上述の通り日間で

変動しており、通年の行動圏面積はもっと大

きい可能性がある。避妊や去勢は行動圏の大

きさには影響しない（Hallら, 2016）という

報告もあるが、雄ネコは特に発情期には雌を

求めて広い行動圏を持つことが古くから知ら

れている（Yamaneら,1994）。すでに去勢済で

ある「しろ」では行動圏面積は雌や子ネコと

同程度であったことから、「ぎゃお」は去勢し

たばかりのために雄ネコとしての行動が残っ

ていた可能性もある。そうであれば、今後は

経時的に行動圏面積は「しろ」並みにまで縮

小していくこともあり得ると考えられる。い

ずれにせよ、本プロジェクトで測定できた５

匹の行動圏は、最近去勢した雄個体以外はキ
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ャンパス内の給餌場を中心とする数 ha内に

限られていた。 

 ９～12月にかけて毎月約 10日間程度、セ

ンサーカメラで実施した 24時間連続観察に

よる避難小屋の利用結果について表３に示し

た。他にも避難小屋を数秒間来訪した個体は

いたが、明確に利用が確認されたのは「とら

こ」と「ぎゃお」および２匹の子ネコのみで

あった。譲渡により転出する 11月までの期間

中、２匹の子ネコはほぼ毎日避難小屋を利用

し（観察日数に占める利用日数の割合は 2匹

とも 87.5～90％）、その平均利用時間も 46分

～４時間弱であった。「とらこ」は９月こそ全

く利用がなかったが、10月以降は 70～100％

と高頻度、平均で３～４時間半と長時間、避

難小屋を利用した。「ぎゃお」はいずれの月も

利用が観察されたがその頻度は 20～90％と

変動し、平均利用時間は 1時間半～３時間と

「とらこ」よりやや短かった。避難小屋を利

用した成ネコである「とらこ」と「ぎゃお」

において、雨天日とそれ以外の日でのこれら

小屋利用時間を比較したところ、雨天日（平

均 577.1分）はそれ以外の日（127.9分）に

比べて小屋利用時間は有意（P<0.05）に長か

った。 
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②  プロジェクトの達成状況 

以上の活動実績の通り、本プロジェクトは

ほぼ当初計画した活動計画通りに実施できた

と考えられる。具体的には、阿見キャンパス

で飼育される２匹の子ネコを含む 10匹の地

域ネコ個体群の、避難小屋を含む給餌場周辺

の利用状況、行動圏の範囲とその大きさとい

った行動生態学的側面を個体ごとに把握する

ことができた。その結果、避難小屋は子ネコ

にとっては非常に重要であるととともに、利

用する成ネコにとっても雨天時には重要であ

ること、避難小屋を利用しない個体でも給餌

場の訪問頻度は総じて高かったことから、全

ての個体は給餌場を中心に生活していると推

察されること等が明らかとなった。また、連

続24時間以上のGPSデータが得られた5匹の

行動圏の範囲とその大きさからは、最近去勢

した雄個体では 24時間行動圏面積が 16haと

大きく、近隣住宅地への進出も問題となり得

るものの、それ以外の個体はほぼ阿見キャン

パス内（および隣接する病院駐車場内）に生

活圏が収まっている可能性が示唆された。 

なお、これらの結果の一部は阿見町での町

民活動発表会での報告が予定されていたが、

現時点では本年度の開催が未決定である。こ

の茨城大学地域連携プロジェクトの報告書を

もって成果報告・情報公開に代えることとす

る。 

 

③ 今後の計画と課題 

上述した結論のうち、特に GPSを用いた行

動圏についての結果は、限られた時期（非発

情期）の限られた個体（５匹）で得られた結

果である。特に、人にあまり慣れておらず（対
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人スコアが５）、さらに避難小屋を全く利用せ

ずに給餌場に来ない日もたまに存在した「ぶ

ち」のような個体は、生活圏の中心はやはり

給餌場周辺であろうが、どの範囲にまで生活

圏が及んでいるのかといった情報は、最近去

勢した「ぎゃお」のような個体とともに管理

上極めて重要と考えられる。これら人に慣れ

ていない個体を捕獲して GPSを安全に装着す

るためには、捕獲トラップや麻酔を用いての

捕獲・装着も検討する必要があると考えられ

る。 
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茨城県自治体×茨城大学市民共創教育研究センター 円卓会議 
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立案・実施） 

白土絵利華（大洗町、政策推進係、担当：企

画・立案・実施） 

※その他、個人レベルまで参加者が固定され

ているわけではないが、以下の部局が参加

している。担当は、いずれも企画・立案・

実施である。 

常陸大宮市、企画政策課 

常陸太田市、企画課 

高萩市、企画広報課 

茨城町、企画政策課 

東海村、企画経営課 

大子町、まちづくり課 

 

 

 

 プロジェクトの実施概要  

①プロジェクトの目的 

 県南の一部を除き、茨城県の市町村も人

口・租税の減少に直面している。こうした現

状への対応として、民間企業や NPOなどが有

するリソースの複合的活用によって地方創生

が図られているところである。いわゆる「地

域貢献」型国立大学の本学も、アイディアの

醸成や多様なアクターの結節点となることが

望まれている。 

 人文社会科学部市民共創教育研究センター

は、かねてより茨城県下の市町村と協定を結

び、円卓会議を開催し、実践的な地方自治研

究・学生らへの教育機会の提供・社会への提

言を積極的に行ってきたところであるが、こ

うしたニーズを踏まえて、平成 31年度より

「協働と地方創生」をテーマとしてきた。昨

年度は、特に地方自治体の役割やサードセク

ターに関して集中的に検討を重ねてきた。 

 今年度は、これらを踏まえて、先進的事例

の適用可能性を検討する。その際に、民間企

業の貢献について集中的に議論し、可能性を

検討していくことにする。すなわち、これま

では、民間活力の導入という理念ばかりが独

り歩きし、民間企業への期待について、実務

においても学問においても、ややナイーブで

あったように思われる。民間企業の経済的イ

ンセンティブを刺激しつつ、私益だけではな

く共益・公益に資する活動へと誘導していく

方法や、公的セクターが民間企業をどこまで

支援しうるのか、すべきなのかという法的・

政治的問題にも議論を広げていくことを目的

とする。 

 

②連携の方法及び具体的な活動計画 

 茨城大学市民共創教育研究センターは、す

でに、茨城県下の地方自治体やサードセクタ
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ーと公式・非公式の協働関係を築いてきた。

毎年度 3～4回の円卓会議を開催し、研究を進

展させ、学習機会を提供してきた。本学教員

や外部講師らによる報告ののち、意見交換を

行うという形式で、一回あたり 4時間ほどの

円卓会議を開催している。一回当たりの出席

者は約 25人で、本学教員・市町村職員のほか、

本学学生や一般市民も参加している。 

 本年度も、この伝統を継承する。講師を招

聘し、講演を踏まえたうえで、フロアを交え

た質疑応答、意見交換を行う。 

 ただし、今年度は、COVID-19の感染拡大を

受け、感染状況次第で、オンラインによる開

催や、感染予防を徹底したうえで対面とオン

ラインのハイブリッド型で開催する。 

 

③期待される成果 

 本事業を通じて、参加者は、多機関連携の

実態や理論について知見を得ることができる。

また、異なる機関間の意見交換によって、相

互理解を深めることも可能となる。これらに

よって、公共・民間企業・市民団体・大学が

セクターを越えて連携し、協働することが可

能になる。さらに、茨城県の持続的発展がも

たらされることが期待される。 

 

 プロジェクトの実施成果  

① 活動実績 

 今年度は、研究会を三回実施した。いずれ

も、COVID-19の感染拡大抑制のため、人文社

会科学部 A201教室での対面とオンラインの

ハイブリッド型で実施し、教室においては、

換気・消毒を徹底するとともに、開催時間を

例年よりも短縮して行った。 

 大学は、教員の知見の提供と学生の参加を

促進した。地方自治体は、職員の参加を通じ

て、意見交換を行った。 

 三回とも、対面での参加者は、地方自治体

職員・学生・教員ら約 25名であり、オンライ

ンでの参加は約 20名であった。ハイブリッド

型にすることによって、例年よりも多くの参

加者に視聴いただいた。 

 

【第一回 2020/10/7 14:30-16:00】 

講演者：阿久津博史氏（滝味の宿・豊年万作

代表取締役）、大崎則彦氏（JTB水戸支店長） 

講演題目：茨城県の観光の実勢と共創 

 

 茨城県大子町で旅館を経営し、まちづくり

にも貢献する阿久津氏と地域の観光資源発掘

の経験のある大崎氏に講演を依頼した。 

 阿久津氏からは、普段から行政と会話を積

み重ねていく重要性が説かれた。特に、行政

と民間企業が、お互いに要望を明確に伝えて、

円滑なコミュニケーションを図る重要性が指

摘された。 

 大崎氏からは、KPIで測定できるものばか

りではなく、長期的な視点の確立、長期的な

関係形成の重要性が説かれた。地域の魅力は

地域の人が良くわかっていると思われるので、

JTBとしても、地域の人々の知恵に期待して

いるとのことである。 

 また、聴講者である本学学生に対して、そ

れぞれ好きなことを追究しつつ、多くの経験

を積んでほしいというエールも寄せられた。 

図１：JTBによる講演スライドの一部 

 

【第二回 2020/10/14 16:00-17:30】 

講演者：五十嵐則夫氏（イガラシ綜業代表取

締役） 

講演題目：地域活性化における民間企業と自

治体の連携 
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 日立市を中心に、建設業や電気事業を中心

に事業を展開しつつ、日立オクトーバーフェ

ストの事務局を担い、「茨城の魅力を探究し発

信する高校生コンテスト」の後援といった社

会貢献の実績もあるイガラシ綜業の五十嵐氏

に講演を依頼した。 

 五十嵐氏からは、自身の経験を踏まえた具

体的な協働のかたちを紹介された。企業は、

地域とともに発展していくものであるため、

地域への貢献は必要不可欠であるはずだとい

う考えが提示された。続いて、この考えを適

切に実行にうつすため、企業理念に地域貢献

を加えることの重要性が説かれた。また、事

業を通して若手社員が研鑽を積み、理念を体

感していく機会は、企業にとっても価値があ

ると説明された。 

 企業は、スピード感や前例主義に捉われな

いという強みを確かに有する一方で、行政の

協力も必要である。ただし、その行政の対応

が想定通りにいかないこともある、という課

題も述べられた。 

図２：五十嵐氏による講演スライドの一部 

 

 

 

図３：五十嵐氏による講演の様子 

 

【第三回 2021/2/18 14:00-17:00】 

講演者：三橋さゆり氏（国土交通省・JICE出

向中） 

講演題目：ダムカード等にみる官民連携ビジ

ネス～タイアップ 実践のひみつ～ 

 

 現在、全国各地のダムで頒布され、ダムの

社会的意義の理解の貢献や、地域活性化にも

一役買っている「ダムカード」の仕掛け人の

一人である三橋氏に講演を依頼した。 

 三橋氏からは、まずダムカードの企画と展

開が具体的に説明された。すなわち、2006年

当時、ダムが社会的に批判されているなか、

ダムの持つ意義を周知する目的でダムカード

の企画が開始された。そのなかでは、マニア

の意見を取り入れ、①規格を統一する、②現

地で一人一枚しか配布しない、③積極的に広

報しないという戦略が採用された。ダムカー

ドは、ダムマニア以外にも口コミでじわじわ

と広がり、メディアにも取り上げられるよう

になると同時に、ダムカレーやカルタなどの

派生企画が展開されていることや、ダム管理

職員とダムファンの結節点になっていること

が紹介された。ダムカードは、2020年 11月

で 751種発行されており、大きな成功を収め

ている。 

 続いて、ダムカードの成功の秘訣が説明さ

れた。三橋氏によると、押し付けない広報や、

ダムに必ずしも興味がない、「マニア未満」の

層を取り込むよう意識したことが、大きな要

因であった。 

 最後に、民間企業とのタイアップとして、

三橋氏のこれまでの経験から、入間川治水と

渡良瀬遊水地の事例が取り上げられた。三橋

氏が主体的に地元企業等に声をかけることに

よって、金銭協力やイベント開催、ブランデ

ィング化の協力が得られたことが紹介された。 
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図４：三橋氏による講演スライドの一部 

 

図５：三橋氏による講演の様子 

 

② プロジェクトの達成状況 

 民間企業の経営者・管理職と国家公務員に

講演を頂き、さらに地方自治体職員と大学教

員、学生という多様な人々による議論を行っ

てきた。この取り組みを通して、民間企業を

巻き込み、セクターを超えた協働を実現して

いくためには、以下の三点が重要であると理

解された。 

 第一に、民間企業と地域社会の共存共栄の

意識である。民間企業は、営利を追求するも

のであるが、長期にわたり利益を確保する必

要がある以上、地域社会の繁栄は不可欠であ

る。そのため、民間企業を地域活性化に参与

させる試みは、決して画餅ではない。しかし、

民間企業に無制限に期待をかけることもでき

ない。当該プロジェクトが民間企業に対して、

どのような利益をもたらすのかを踏まえて働

きかけていく必要がある。あくまでも、民間

企業と地域社会は共存共栄の関係にあると考

えるべきであろう。 

 第二に、民間企業と地域社会（行政や大学

を含む）の関係においては、主体性と明確性

が重要になってくる。主体性とは、相手から

の提案をただ待っているだけではなく、積極

的に働きかけていくこと、そして、自らの負

担を引き受けたうえで、相手にも協力を求め

るという態度である。これは、各講演者から

学生へのアドバイスとしても論及された点で

もある。どのような業界に進むにしても、自

らが主体的に積極的に動いていく重要性が説

かれた。相手への働きかけの際に求められる

もう一つの要素は、自分が何を求めているか

を明確にするということである。遠慮がち、

あるいは相手の出方をうかがうような姿勢は、

決して美徳ではなく、協働の障壁となってし

まうということが明らかになった。 

 第三に、民間企業の強みとして、よく言わ

れる柔軟さや資金力だけではなく、長期的な

関与が挙げられる。行政や大学では、会計や

プロジェクト管理、担当者が単年度あるいは

数年度かぎりで終了あるいは交代ということ

が珍しくない。民間企業では担当者を長期に

わたり張り付かせることも可能であり、また

講演された経営者からは、地元で経営してい

る以上、一生地域に関わっていくという覚悟

も看取された。行政や大学には欠けている、

こうしたマンパワーを民間企業に発見できた

のも、大きな収穫である。 

 

 

③ 今後の計画と課題 

 「産官学連携」と言われる協働において、

昨年度までは「官」に特に注目し、今年度は

「産」について検討を重ねてきた。次年度は、

「学」つまり大学について集中的に検討した

いと考えている。いみじくも、今年度の三回

の研究会においても、学生や教員への期待が
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語られる一方で、それは個別のケースにとど

まっており、大学全体としての姿勢が弱いと

いう指摘がなされた。 

 検討のポイントは、大学は地域のために何

ができているのかの確認と、今後さらに何が

できるのかの考察である。 

 次年度、今年度と同様の予算が獲得できた

場合、以下の三回の研究会を検討している。

第一に、社会人大学院生の地域貢献である。

近年、リカレント教育が注目されているが、

茨城大学大学院人文社会科学研究科において

は、すでに多くの社会人大学院生を受け入れ、

育成し、社会に戻している。彼らが何を研究

し、どのように社会に貢献できているのか、

パネルディスカッション形式で議論していき

たい。 

 第二に、学部生による地方創生への貢献で

ある。茨城大学人文社会科学部では、「茨城の

魅力を探究し発信する高校生コンテスト（通

称：いばたん）」を主催しているが、その運営

を担うのは、学部生である。「いばたん」の運

営を通じて、彼ら／彼女らが何を考え、何を

得たのかを報告してもらいたいと思案してい

る。 

 第三に、大学間の意見交換である。大学の

地域貢献は、各大学で個別に行われているの

が現状である。知己のある教員を頼りに、近

隣の大学に声をかけ、各大学で蓄積された知

見やノウハウ、アイディアを持ち寄ることで、

大学の地域貢献に拍車をかけていきたいと考

えている。 
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地元大豆を活用した地域振興プロジェクト 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）阿見町・農業振興課長 

小松澤 智 

（大学側）茨城大学農学部・教授 

小松﨑将一 

 

 連携先  

阿見町 

 

 プロジェクト参加者  

小松﨑将一（茨城大学、教授、とりまとめ・

総括） 

龔穎婷（東京農工大学連合農学研究科・博士

２年・ダイズ栽培） 

李沛然（東京農工大学連合農学研究科・博士

２年・ダイズ栽培） 

黄啓良（茨城大学大学院・修士１年・ダイズ

栽培） 

小松澤智（阿見町・農業振興課長） 

 

 プロジェクトの実施概要  

① プロジェクトの目的 

 阿見町の遊休農地（約 150ha）の 75％は畑

地となっている。遊休農地解消策として、畑

作ソバの作付けが広がっているが、連作によ

る収量低下が課題となっている。本プロジェ

クトでは、遊休農地の活用法として地元産の

大豆栽培を行い、収穫した大豆を納豆に加工

し、商品開発を行う。ここでは、以下の取り

組みを行う。 

 茨城大学農学部で開発した狭畝密植に

よる有機大豆栽培技術（Higashi ら

2014）を用いて、大学農場においてサチ

ユタカおよび納豆小粒の栽培を行う。 

 有機大豆生産における環境影響評価を

実施し、阿見町での有機大豆栽培の意義

について明らかとする。 

 阿見町産の有機大豆の特性を明確にす

ることで、阿見町産有機納豆の商品化に

向けた戦略を策定する。 

 

②連携の方法及び具体的な活動計画 

 

 茨城大学農学部国際フィールド農学センタ

ーは、カバークロップと耕うん方法による炭

素貯留への影響のモニタリングサイトを設置

し、農耕地の炭素貯留と作物生産性について

長期観測している。ここでは、耕うん方法（不

耕起、プラウ耕、およびロータリ耕）および

カバークロップの種類（ヘアリーベッチ、ラ

イムギおよび裸地）を組み合わせ、夏作に

2003年から 2008年までオカボを、2009年以

降はダイズを栽培している。この圃場におい

て、土壌中の炭素の変化を測定し、農法の違

いによる土壌中の炭素の増加・減少の定量的

な評価と、農耕地から発生する温室効果ガス

のモニタリングを行う。本プロジェクトでは、

サチユタカおよび納豆小粒の栽培を行う。 

 

③期待される成果 

これらの取り組みにより、マメ科作物を輪

作体系にとりいれることで、阿見町の遊休農

地対策として、ソバと大豆の輪作栽培体系を

実現し、土壌保全効果の高い農地利用が可能

となる。また、阿見町と大学とが連携した地

水田 

畑 
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域の農産物の商品化により、地域振興を図る

ことができる。さらに、生産された納豆が地

元スーパーなどでの販売を通じて、地域にな

じみのある大学と地方公共団体との連携事業

のアピールにつなげる。 

 

 プロジェクトの実施成果  

①  活動実績 

 茨城大学農学部国際フィールド農学センタ

ーは、耕うん方法（不耕起、プラウ耕、およ

びロータリ耕）およびカバークロップの種類

（ヘアリーベッチ、ライムギおよび裸地）を

組み合わせ、2020年７月ダイズを播種した。

品種は、サチユタカおよび納豆小粒とした。

この圃場において、土壌中の炭素の変化を測

定し、農法の違いによる土壌中の炭素の増

加・減少の定量的な評価と、農耕地から発生

する温室効果ガスのモニタリングを行った。 

また、これらの大学農場での栽培実績のデ

ータから、阿見町に本技術の導入について、

食品加工業者と検討した。 

写真 1 大学農場での大豆栽培 

 

②  プロジェクトの達成状況 

有機大豆栽培の環境影響評価 

 温室効果ガスのモニタリングの結果、カバ

ークロップの利用でメタンガスの発生が多く

なり、不耕起栽培で亜酸化窒素ガスの発生が

多くなりましたが、不耕起とライムギのカバ

ークロップ利用によって土壌の炭素貯留量が

著しく増加した結果、地球温暖化係数（GWP：

Global Warming Potential)は、−2324 kg CO2 

equivalent ha−1 year−1となり、温暖化を緩和

することが示さた。また、作物収量あたりの

GWPは、−1037 kg CO2 equivalent Mg−1 soybean 

yieldとなりました。これに対し、プラウ耕

を行い、ヘアリーベッチを作付けした圃場で

は、421 kg CO2 equivalent ha−1 year−1とな

り、排出が示された。また、不耕起栽培でも

カバークロップを作付けしない場合は、–907 

kg CO2 equivalent ha−1 year−1となり、ライム

ギのカバークロップ利用と不耕起の組み合わ

せより GWPの減少量は半減した。 

このことから、不耕起栽培に加えてライム

ギなどのイネ科のカバークロップの利用の組

み合わせが、GWPをより削減する農法として

重要であることがわかった。 

これらの長期試験圃場において、土壌全炭

素、土壌全窒素、C/N比、可給態リン酸、交

換性カリウム、交換性カルシウム、交換性マ

グネシウムおよび交換性ナトリウム、陽イオ

ン交換容量、腐植化度、土壌乾燥密度、土壌

硬度、土壌粒度分布、および土壌微生物の基

質誘導呼吸量を測定しました。また、農法ご

との作物収量を求めました。これらの土壌パ

ラメータを正規化しその積算値（＝土壌評価 

図 2 耕うん法別のダイズの収量 

 

値）と土壌炭素量との相関分析を行った結果、

土壌炭素量が増加するにつれて、土壌の化学
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性、生物性、物理性および生産性が改善され

ることが明らかとなり、不耕起とライムギの

カバークロップ利用で、最も高い土壌炭素を

示し、かつ最も高い土壌評価値を得た。 

農耕地の土壌に炭素を貯留することが、農

地の生産力の維持増進にとって大切であるこ

とは以前より知られていたが、本成果から、

不耕起栽培とカバークロップを組み合わせて

利用することで、農耕地における地球温暖化 

係数を削減すると同時に、土壌の示す化学的、

物理的、生物的なパラメータと生産性に係る

機能が向上することで、環境保全と生産性と

いう相互に利益のある農法となることが認め

られた。 

 

地域農業への波及 

阿見町の耕作放棄地において狭畝密植によ

る有機大豆栽培技術を導入し、学生参加のも

とに共同栽培について検討した。昨年の実績

から、72kg/10aとやや低収量であったが、品

質のよい大豆栽培が可能であることが認めら

れた。今年度も実施の予定であったが、新型

コロナウイルス感染拡大防止に係る対応のた

め、学生および教職員が学外の農地で連携活

動を行うことに制限があり対応できなかった。

この中で、新しい地域の特産物として阿見町

産の有機栽培納豆の商品化に向けた生産拡大 

 

写真 2 納豆パッケージ案 

に向けて、本学の栽培データを生かして納豆

製造業者と栽培計画および生産拡大について

検討した。 

また、これらの栽培技術について、2020年

12月 14日に関係農家が訪問し、現地見学を

実施し、大学発の技術の普及につながる取り

組みを行った。 

 

③  今後の計画と課題 

 阿見町の現状とダイズの栽培をみると、遊

休農地を利用したソバの栽培の連作により、

特産であるソバが減収傾向である。また、ダ

イズ栽培は省力的に栽培できるため、耕作放

棄地の有効な作付け作物として注目される。 

ダイズの栽培は、土壌改善の視点からも注目

される。 

茨城大学農学部附属国際フィールド農学セ

ンターでの大豆生産の結果、不耕起で大豆栽

培を行うことで、土壌のもつ公益的な機能や

生態系サービスを向上させていくことが認め

られた。 

また、これらの大豆を利用して加工した納

豆の評価も高く、市場性があることが認めら

れ、次年度以降、規模を拡大した栽培を継続

することとなった。 

さらに、今回の茨城大学と阿見町との連携

についてさらに観光農業への展開を意図した

新しい取り組みについても提案するなど、両

者の地域農業振興に対する連協強化を行うこ

とした。 
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水戸黄門漫遊マラソン開催に伴う、地域への経済波及効果の算出 

 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）水戸黄門漫遊マラソン実行委員会事務局 

柏 直樹 

（大学側）人文社会科学部・教授 

田中 泉 

 

連携先  

水戸黄門漫遊マラソン実行委員会事務局 

 

 プロジェクト参加者  

柏 直樹（水戸市市民協同部スポーツ課

長・事業担当責任者） 

久保田 重光（水戸市市民協働部水戸黄

門漫遊マラソン推進室長・統括） 

村石 俊弘（水戸市市民協働部水戸黄門

漫遊マラソン推進室係長・企画立案） 

林部 慧太（水戸市市民協働部水戸黄門

漫遊マラソン推進室主事・企画立案） 

田中 泉（人文社会科学部教授・アンケ

ート集計、分析、経済波及効果試算） 

 

 プロジェクトの実施概要  

1 プロジェクトの目的 

 茨城県が作成した産業連関表を基に水

戸市の産業連関表を作成し、水戸黄門漫

遊マラソンに伴う経済波及効果を推計す

る。推計にあたっては、事前にマラソン

を開催してその経済波及効果を推計して

いる他の都市の視察を行い、その結果を

参考にして推計の基礎データとなるアン

ケートを作成し、実施する。 

 

2 連携の方法及び具体的な活動計画 

 プロジェクト参加者が協同で他の都市

のヒアリングを行い、その結果を参考に

してアンケートを作成する。水戸市の担

当者はアンケート回収率向上に向けた

PR 活動、アンケートの実施、成果物の作

成を行い、アンケートのデータと、事務

局の決算資料を大学の担当者に提供する。

大学の担当者はアンケート結果を集計・

分析するとともに、水戸市の産業連関表

を作成し、アンケート集計結果と事務局

の決算資料を基に経済波及効果を推計す

る。 

 

3 期待される成果 

 水戸黄門漫遊マラソンの経済波及効果

の推計自体に大きな意味があるが、水戸

市の産業連関表を作成することにより、

今後市内で開催される様々なイベントの

経済波及効果のみならず、自治体の様々

な政策効果等の推計が可能になるという

成果が期待される。 

 

 

 プロジェクトの実施成果  

1  活動実績 

 今年度は新型コロナの影響のため、水

戸黄門漫遊マラソンが開催中止となった。 

 そのため、新たなアンケート調査に基

づくデータのアップデートも行えなかっ

たため、基礎調査に重点をおいた。具体

的には、昨年度末に茨城県から公表され

た 2015 年茨城県産業連関表に基づいて

水戸市産業連関表を作成した。 

 

2  プロジェクトの達成状況 

 今年度新たに作成した 2015 年水戸市

産業連関表を基に昨年度の大会の経済波

及効果を年度末に試算する予定である。 

 

3  今後の計画と課題 

 昨年度既に計画していたが、来年度に
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おいて開催される予定のマラソン大会に

おけるアンケートの質問項目、質問の仕

方、集計方法等の改善を計画している。

そのアンケート調査に基づくデータに基

づいて、今年度作成した 2015 年水戸市産

業連関表を用いて経済波及効果を推計す

るよていである。また、時間的な余裕が

あれば、水戸市を含む県央経済地区の産

業連関表をも作成し、より広範囲の経済

波及効果の推計にもチャレンジすること

も計画している。 
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[理数アカデミー]茨城大学特別授業 

    〔事業責任者〕 

    （自治体等側）NPO 法人日立理科クラブ・代表理事 

         瀧澤 照廣 

    （大学側）理工学研究科機械システム工学専攻・教授 

         乾 正知 

 

 連携先  

NPO法人日立理科クラブ 

 

 

 プロジェクト参加者  

鈴置 昭（NPO 法人日立理科クラブ，担当：

事業の企画・運営） 

宮寺 博（NPO 法人日立理科クラブ，担当：

事業の企画・運営） 

金丸公春（NPO 法人日立理科クラブ，担当：

事業の企画・運営） 

嶋田 智（NPO 法人日立理科クラブ，担当：

事業の企画・運営） 

天野高志（NPO 法人日立理科クラブ，担当：

受講生の指導） 

正木良三（NPO 法人日立理科クラブ，担当：

受講生の指導） 

堀 公彦（東京大学高大接続研究開発センタ

ー，担当：受講生の指導） 

多田昌平（茨城大学，担当：特別授業講師） 

城塚達也（茨城大学，担当：特別授業講師） 

山内紀子（茨城大学，担当：特別授業講師） 

柴田 傑（茨城大学，担当：特別授業講師） 

乾 正知（茨城大学，担当：大学側取りまと

め） 

 

 プロジェクトの実施概要  

① プロジェクトの目的 

 日立理科クラブは，日立製作所の技術者 OB

が中心となって活動している NPO法人であり，

日立市教育委員会の委託を受けて，理数アカ

デミーと呼ばれる特別教室を 11 年に渡って

実施している．今回は理数アカデミーの一環

として，企業での製品開発経験者と茨城大学

教員が共同で特別授業を実施し，高度な内容

を面白く理解できるように工夫した学習・実

験を通して，日常の理数授業と最先端の科学

技術のつながりを理解させ，地域の小中学生

の理数系学習意欲の向上に資することを目的

とした． 

 

② 連携の方法及び具体的な活動計画 

 理数アカデミーでは，これまでに茨城大学

工学部において特別授業を 4回実施している．

第 1回は移動ロボットの製作実習，第 2回は

プログラミング学習と電気分解の体験実験，

第 3回は光る化合物とマグヌス効果による飛

行体実験，第 4回は手の運動能力測定と振動

で発電する装置作りを実施しており，いずれ

も好評を得ている．  

日立理科クラブのメンバーは特別授業の企

画，受講生の募集，引率を担当している．企

業で製品開発を長く経験してきた技術者 OB

のため，先端技術について十分な知識を有し

ており，授業中の受講生のサポートも担当す

る．茨城大学は大学の資産を活用し，先端技

術を身近に体験できるよう工夫をこらした特

別授業を計画し実施する． 

 

③ 期待される成果 

 日立市では，若い世帯の減少に伴う少子化

が急速に進行している．若い世帯を地域に増

やすためには，教育環境の魅力アップが重要

であり，未来の生きる力として注目されてい

る STEAM（Science, Technology, Engineering, 

Art and Mathematics）教育の充実は，小さな

子供を抱える家庭の地域定着に特に有効であ

る．本事業は，地域の大学と，技術の最前線

で活躍してきた経験を有するシニアがコラボ

し，地域の小中学校の理科教育をレベルアッ
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プさせるものであり，本学の地域連携の一つ

として是非実現すべきプロジェクトと考えて

いる． 

 

 プロジェクトの実施成果  

①  活動実績 

日時：令和 2年 10月 18日（日）13:00～16:00 

実施内容： 

No カリキュ
ラム 

実験・工作等 

１ 人工宝石 
の合成実 
験 

サファイア（Al-Fe-Ti複合

酸化物）をターゲットに人

工宝石の合成実験を行っ

た．試料は後日焼結し参加

者に配布する． 

２ 暗号計算
ゲーム 

ゲームを通して，コンピュ

ータグラフィックスを実

現するプログラミングの

基本的な考え方を学び，美

しい CGを作成した． 

場所：茨城大学工学部 

Ｎｏ.１：N6棟 101，201実験室 

Ｎｏ.２：E1棟 11番教室 

講師： 

Ｎｏ.１：多田昌平，城塚達也，山内紀子 

Ｎｏ.２：柴田 傑 

受講生：28名 

小学 6年：8名 

中学 1年：12名 

中学 2年：4名 

中学 3年：4名 

受講生を 2 班に分け，下記の二つのカリキュ

ラムに 90分ずつ取り組んだ． 

 

No.1 人工宝石の合成実験 

天然の宝石サファイアは，地下 20～50ｋm 

の 1000℃前後の高温下で地殻中の酸化アル

ミニウムが不純物を取り込んで成長したもの

である．授業ではそれを実験室で作ることに

取り組んだ．サファイアの原料（溶質）とし

て，酸化アルミニウム・酸化鉄・酸化チタン，

溶媒として，酸化モリブデン・炭酸ナトリウ

ム・炭酸リチウムの 6種類の試薬を使用した．

試薬の計量作業は全て生徒自らが行った．酸

化チタンの試薬の重さはわずか 0.006g のた

め，精密電子秤の使用に苦労したようである． 

 

 

 

 
図 3 焼結した人工サファイアの一部 

 

その後 6種類の試薬を混ぜ，乳鉢に入れて

丁寧にすり潰した．今回の実験はここまでで，

この後，大学のマッフル炉を用いて 1000℃を

超える温度で試薬を焼き，溶かして再結晶さ

せ完成させる．報告書作成の時点では，茨城

大学の研究室で試料を焼結中で，全員分の焼

図 1 実験内容についての説明 

図 2 精密天秤で試薬を計量 
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結が終わってから，受講生に配布する予定に

なっている．図 3には，焼結済みのサファイ

アの一部を示した．青色に光る 2mmくらいの

粒が，実験で得られた人工サファイアである． 

 

 

No.2暗号計算ゲーム 

今回は，カードに書かれた「記号」の暗号

を計算することで，それぞれの受講生が 1 枚

の図を作った．すべての記号を図にしてつな

げてみると図が動いて見える．この暗号をコ

ンピュータに解かせると三角形が回転してい

く様子が見えた． 

 

 

暗号表はデータ，手順はアルゴリズムに相

当し，最後にそれらをまとめてプログラミン

グ言語で表現するという内容になっている．

暗号表や手順を活用して VR（バーチャルリア

リティー）を作成することができるという授

業だったが，受講生は，数式やデータを駆使

し， コンピュータがリアルな映像を作り出し

ていく過程の不思議さを実感した（図 4，5）． 

 

②  プロジェクトの達成状況 

日立理科クラブでは，理科好きの小中学生

を対象にした「理数アカデミー」の授業の一

環として特別授業「茨城大学での体験学習」

を企画し，受講生の募集，引率，支援を担当

した．また，茨城大学は大学の資産を活用し

て，先端技術を身近に体験できるよう工夫を

こらした特別授業を計画し実施した．今回は

コロナ禍にも関わらず 28 名の生徒が受講し

た．これは過去 3年間と同レベルである（令

1:34 名，平 29：28名，平 30：26名）．実施

に際しては，コロナ感染防止に十分配慮した． 

高度な内容を面白く理解できるように工夫

した学習・実験を通して，受講生は日常の理

数授業と最先端の科学技術のつながりを理解

した．地域の小中学生にとって大学はまだ遠

い先の存在かもしれないが，数年もすれば否

応なく大学受験に直面することになる．今回

の特別授業に参加することで，大学をより身

近なものとしてとらえ，自身の将来のキャリ

アを考える契機になったと思う． 

 

③  今後の計画と課題 

 3 年間の継続した取組みとして，来年度も

特別授業を開催の予定である．今回の事業に

よりプロジェクトでの役割分担がはっきりし

たことから，今回の分担をそのまま維持しつ

つ，内容を発展・充実させていくことを来年

の目標としたい． 授業内容を考えると，小学

生に比べて中学生の受講者が多いことは望ま

しい傾向であり，今後も中学生の参加者募集

を促進したい．そのためには，活動内容をよ

り高度で魅力的なものに改良する必要がある

と考えている．来年度の実施に向けて，日立

理科クラブと茨城大学共同で，これらの課題

解決に取り組んでいきたい． 

図 5 暗号計算に取り組む 

図 4 CGの応用について解説 
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かすみがうら市志戸崎地区におけるユスリカ成虫発生量に関する実態調査 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）かすみがうら市都市産業部観光課・係長 

久保庭 拓 

（大学側）地球・地域環境共創機構・准教授 

中里 亮治 

 連携先 

かすみがうら市都市産業部観光課 

 プロジェクト参加者 

久保庭 拓（かすみがうら市都市産業部観光

課、係長、事業担当責任者・企画・立案・

実施） 

鈴木 薫（かすみがうら市都市産業部観光課、

課長補佐、企画・立案・実施） 

猪俣 直宏（かすみがうら市都市産業部観光

課、課長補佐、企画・立案・実施） 

中里亮治（茨城大学地球・地域環境共創機構

水圏環境フィールドステーション、准教授、

研究計画立案・野外調査・データ解析・研

究統括） 

樽井美香（茨城大学地球・地域環境共創機構

水圏環境フィールドステーション、技術職

員、野外調査・データ解析） 

竹内大晶（茨城大学理学部理学科生物科学コ

ース 4年次、野外調査） 

 プロジェクトの実施概要 

①プロジェクトの目的 

かすみがうら市は霞ヶ浦（西浦）湖畔の志

戸崎地区においてブルーツーリズム（親水空

間の創造）に関する事業を展開している。具

体的な内容としては、キャンプ場や古民家の

ゲストハウスの設置など、観光客の誘致に積

極的に取り組んでいる。これらの施設は歩崎

公園やその周辺に位置するが、当該公園は湖

畔にあるため、湖から多くのユスリカ＊成虫

がそのキャンプ場やゲストハウスの灯火を目

指して大量に飛来し、宿泊する方々に不快な

思いをさせるのではないかと、かすみがうら

市都市産業部・観光課の職員の方々は懸念し

ている。 
＊ユスリカについて 

ユスリカはハエ目ユスリカ科（Diptera: 

Chironomidae）に属する昆虫の総称である。

このユスリカ科は非常に多くの種から構成さ

れており、界では約 15,000種、日本ではおよ

そ 2,000種が知られている。ユスリカ幼虫は

このような種の多様性ゆえに、湖、川、池、

湿地などあらゆるタイプの水域に分布し、ま

た一部の種類は海岸の岩場や陸域の土壌中に

も生息している。そのため、とくに淡水環境

においては大型無脊椎動物の主要構成員の一

つとなり、また環境指標生物としても重要な

生物群として認識されている。 

 湖沼の堆積物中や、石の表面、水草等に生

息するユスリカ幼虫は、植物プランクトン由

来の沈降有機物や付着藻類を主要な食物源と

して成長する。その一方で、ユスリカの幼虫

や蛹、ときには成虫までもが魚類や肉食性の

昆虫類などの捕食者に餌資源として利用され

ている。また、ユスリカ幼虫は摂餌や排出活

動を通じて、営巣基質とその直上水との間で

酸素や NH4+および PO43-等の栄養塩類の交換を

促進する役割を担っている。そして、ユスリ

カ幼虫は底泥中や、水生植物、石等の基質の

表面で蛹となり、その蛹は水面に浮上し成虫

になる。これら成虫の多くは湖周辺の岸辺か

ら陸域に飛んでいくため、ユスリカの羽化は

有機物を湖から除去する働きをしている。こ

れらのことからユスリカが、湖沼生態系内の

物質循環に重要な役割を果たしていることが

わかる。 
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②連携の方法及び具体的な活動計画 

本プロジェクトではかすみがうら市志戸崎

地区内の西浦湖畔に位置する歩崎公園の灯火

に飛来するユスリカ成虫の実態調査と、湖内

のユスリカ幼虫の種組成やそれらの分布調査

をした。具体的な活動計画は以下となる。 

 

1，ライトトラップによるユスリカ成虫の飛来

数調査（担当：茨城大学） 

 歩崎公園内のかすみキッチンの外階段に、

ユスリカ成虫を捕獲するための 7Wのブラッ

クライトを装着したライトトラップを設置し

た（図 1,2）。当該トラップは、毎日 17時に

タイマーで点灯させ、翌朝の 10時のサンプル

回収時まで稼働させた。トラップの籠に捕獲

されたユスリカ成虫は実験室に持ち帰り、ユ

スリカ種別・雌雄別に分け、それらの個体数

を計数した。 

このライトトラップ調査は 2020年 10月 15

日から 2021年 2月まで毎日実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2，志戸崎地区沖のユスリカ幼虫分布調査（担

当：かすみがうら市・茨城大学） 

歩崎公園前の西浦湖岸およびその沖側のお

よそ 1 kmｘ1 kmの範囲に 20カ所の調査地点

を設けた（図 1）。 

各地点では、かすみがうら市が所有する「令

和丸(図 3)」に装着したポータブル魚群探知

機（HONDEX 5型 GPS魚探 HE-601GPII,ホンデ

ックス社）を用いて水深を測定した。堆積物

の採取は、エクマンバージ採泥器(15 cm x 15 

cm)を用いた。採取した堆積物はオープニング

サイズ 0.34 mmのサーバーネットで篩い、ネ

ットの中に残った残渣をビニール袋に入れ、

冷蔵して研究室に持ち帰った。堆積物は各地

点で 3回採取した。採取した試料は研究室で

底生動物を分別し、ユスリカ幼虫については

可能な範囲で種レベルまで同定を行い、個体

数を計数した。幼虫の調査はユスリカ幼虫密

度が安定している 2021年 2月 19日に実施し

た。なお、幼虫調査で使用した「令和丸」の

操船はかすみがうら市都市産業部観光課の職

員の方々が行った。 

図 1.成虫発生量調査のためのライトト

ラップ設置場所（☆）と幼虫の調査地点

(P1～P30).括弧内の数字は水深を表す. 

 

図 2.稼働状態のライトトラップ.トラッ

プの下部にはファンが装着されており、

灯火に集まった昆虫類が,トラップ内部

にある籠の中に吸い込まれる． 
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これらの調査結果をもとに、歩崎公園に大

量飛来し、ブルーツーリズム活動を展開する

上で問題となるユスリカ成虫の種類について

考察した。今後、将来的にユスリカ成虫の飛

来数を削減させる防除対策について、かすみ

がうら市の都市産業部・観光課の担当職員の

方々と協議を行う予定である。 

 

③期待される成果 

 本プロジェクトで得られる成果は、歩崎公

園内に大量に飛来するユスリカ成虫種を特定

し、その種類に応じた防除対策を立案する上

で必要不可欠な情報となる。これらの情報を

元に、今後、ユスリカ成虫を誘引する光（近

紫外光の照明装置）と、成虫が集まりにくい

光（近紫外線をカットした照明装置）を効果

的に組み合わせた歩崎公園内のライトアップ

方法を考案することで、観光客の方々が快適

にキャンプ場や古民家のゲストハウスに滞在

できる環境を整備することができる。 

 

 

 プロジェクトの実施成果  

① 活動実績 

1，ライトトラップによるユスリカ成虫の飛来

数調査の結果について 

採捕されたユスリカ成虫の種組成 

ライトトラップで捕獲された昆虫類は、ユ

スリカ類、ガガンボ類、カ類、ハエ類、ガ類

であったが、個体数的に優占したのはユスリ

カ科の昆虫であった。これらのユスリカ科の

成虫は主として次の 4種が採集された。ユス

リ カ 亜 科 の オ オ ユ ス リ カ Chironomus 

plumosus、オオミドリユスリカ Lipiniella 

moderata、ハイイロユスリカ Glyptotendipes 

tokunagai およびエリユスリカ亜科のアカム

シユスリカ Propsilocerus akamusi。これら

以外のユスリカ種も捕獲されたが、数が少数

のため同定・計数作業を割愛した。  

ユスリカ成虫の捕獲個体数 

 ライトトラップは 2 月末まで設置したが、

実際にユスリカ成虫が捕獲されたのは 11 月

23日が最後であった。調査期間内に捕獲され

たオオユスリカ、オオミドリユスリカ、ハイ

イロユスリカおよびアカムシユスリカの合計

個体数は、それぞれ 114（オス 96、メス 18）、 

478（オス 398、メス 80） 、151 （オス 87、

メス 64）および 8,868（オス 8,821、メス 47）

であり、アカムシユスリカ成虫が最も多く、

次にオオミドリユスリカであった。 

 10月 15日から 11月 29日までにライトト

ラップで採捕されたこれら４種のユスリカの

個体数の日変化を図 4に示した。オオユスリ

カの場合、個体数は少ないながらも、この期

間中に継続して捕獲された。ハイイロユスリ

カは 10月中旬まで、またオオミドリユスリカ

は 11月初旬まで捕獲された。捕獲個体数の最

も多かったアカムシユスリカは、11月中旬～

下旬に集中的に捕獲された。 

 

2，霞ヶ浦の湖内のユスリカ幼虫分布調査の結

果について 

採捕されたユスリカ幼虫の種組成 

 湖内20地点から合計6種の幼虫が採集され

た。その内訳はユスリカ亜科のオオユスリカ、

オオミドリユスリカ、ハイイロユスリカ、ハ

モンユスリカ属(Polypedilum sp.)、カマガタ

図 3. 幼虫調査に用いたかすみがうら市

が所有する船舶「令和丸」（黄緑色の船）. 
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ユスリカ属(Criptochironomus sp.)および 

エリユスリカ亜科のアカムシユスリカであっ

た。 

志戸崎地区沖におけるユスリカ幼虫の分布に

ついて 

図 5に戸崎地区沖のユスリカ幼虫の分布・

個体数および各地点の底質を示した。特に個

体数密度が多かったのは、アカムシユスリカ

とオオユスリカの 2種であった。これらの幼

虫は沖合の泥質の地点に集中していた。ライ

トトラップで捕獲数がアカムシユスリカの次

に多かったオオミドリユスリカの幼虫は主に

砂質や砂泥質の地点から採集された。 

 

3，歩崎公園においてブルーツーリズム活動を

展開する上で問題となるユスリカ成虫の種類

について 

 本研究から、以下の 2種が大きな問題とな

る可能性が示唆された。 

○オオミドリユスリカ 

本種は、主に 10月の間に大量飛来した。こ

の幼虫は志戸崎地区の沿岸部に大きく拡がる

砂質帯に生息する（成虫の発生源はこの砂地）。

中里ら（2005）の知見と合わせて考えると、

当該成虫の発生時期は春から秋と推測される。

この期間はキャンプ時期と重複するため、灯

火に集まった当該成虫をキャンパーが不快に

感じるかもしれない。 

○アカムシユスリカ 

本種は 11 月の短期間に集中して大量発生

した。キャンプの時期からは外れているが、

当該成虫はサイズも大きく、発生量が他の種

より著しく多いため、それらの死骸によって

公園内の建物等が汚れる。従って、この時期

に公園を訪問した観光客には不快感を与える

かもしれない。 

 これらの種以外にも、本研究では明らかに

できなかったが、オオユスリカは春から秋に

かけて羽化するため、状況によってはオオミ

ドリユスリカと同様の不快感をキャンパーに

与える可能性がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オオユスリカ 

オオミドリユスリカ 

ハイイロユスリカ 

アカムシユスリカ 

図 4.ライトトラップで捕獲された４種の

スリカ成虫の個体数変化.横軸はライトト

ラップで一日あたりに捕獲された個体数

を、横軸は月日を表す. 
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② プロジェクトの達成状況 

 本研究の実施期間は短かったが、当初の目

的である歩崎公園においてブルーツーリズム

活動を展開する上で問題となるユスリカ成虫

の種類について特定することができた。この

ことから今年度のプロジェクトは達成できた

と考えられる。 

③ 今後の計画と課題 

 ユスリカ成虫を誘引する光（近紫外光の照

明装置）と、成虫が集まりにくい光（近紫外

線をカットした照明装置）を効果的に組み合

わせた歩崎公園内のライトアップ方法を考案

する。 

図 5.志戸崎地区沖のユスリカ幼虫の分布・

個体数および各地点の底質. 
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IT を活用した県内耕作放棄地活用と環境保全型農業技術のナレッジシェアリング 

 

〔事業責任者〕 

（自治体等側）NPO 法人 あしたを拓く有機農業塾・代表理事 

涌井義郎 

（大学側）農学部国際フィールド農学センター・助教 

松浦江里 

 

 連携先  

NPO法人あした有機農園， 

日本農業実実践学園， 

 

 プロジェクト参加者  

松浦江里（茨城大学農学部・助教・総括） 

小松﨑将一（茨城大学農学部・教授・講師） 

金子信博 （福島大学食農学類，教授，講師） 

涌井義郎 （NPO法人あした有機農園，理事

長，講師） 

三木孝昭 （公財）自然農法国際研究開発セ

ンター，部長，講師） 

松井眞一 （日本農業実践学園，部長，講師

及び会場設営） 

小川徳和（クックパッド，部長，司会） 

Binay Sangat（クックパッド，契約職員，会

場運営） 

Nursanti （茨城大学農学部農学研究科，アル

バイト，会場設営） 

Muhamand Hafidz Fadjri（茨城大学農学部農

学研究科，アルバイト，会場設営） 

 

 プロジェクトの実施概要  

① プロジェクトの目的 

 茨城県の耕作放棄地面積は 21,120 ha（水

戸市とほぼ同じ面積；全国２位）と県内の十

分な農地利用が行われていない。また、新規

就農者が耕作放棄地を借りても技術不足等で

安定した栽培ができず、農地はあるのに活用

できない状況がある。 

 そのミスマッチを解消するために、大学の

研究で培った不耕起栽培や省耕起栽培といっ

た環境保全型農業技術を、シンポジウムや勉

強会で農家などに公開することで大学の技術

を社会実装するとともに、篤農家の技術を就

農経験の浅い農家と共有して県内の耕作放棄

地の利用向上をめざす。 

 

② 連携の方法及び具体的な活動計画 

 新規就農者への指導と教育に実績のある団

体に協力してもらい，公開シンポジウムとし

て環境保全型農業について講演してもらう．

会場では耕作放棄地の利用についての資料を

配布し，就農希望者へ周知する．また，有機

農業技術の動画を撮影し，オンライン教材を

作成して大学サイト内に公開する． 

 

③ 期待される成果 

 茨城県内での保全型農業の取り組みについ

て県内外の人へアピールできる．新規就農者

が自分で学習できる機会を提供することで営

農や農地借地へのハードルを下げる．また大

学での研究成果をオンライン講演によって県

外にもアピールできる． 

 

 

 プロジェクトの実施成果  

①  活動実績 

・R2年１１月１５日に水戸市・日本農業

実践学園で公開シンポジウムを実施し，

３６名の参加があった．会場での講演の

様子をオンラインで配信し，県外から９

６名が視聴した． 

・R3年１月にあした有機農園と日本農業

実践学園で技術講座の撮影を実施し，動

画の編集を行った．また２月に嫌気ボカ

シ作りの動画撮影を学内で実施した．  
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②  プロジェクトの達成状況 

 申請書の予定どおり公開シンポジウムを開

催した．公開シンポジウムの後，２－３回の

技術講座（対面）を予定していたが，昨年１

２月からの緊急事態宣言を受けて，対面での

活動ができなくなったため，動画で教材を作

成して公開する方法に変更をした．公開シン

ポジウム及び動画教材は大学サイト内で公開． 

 

③  今後の計画と課題 

 初めてのオンライン配信を実施したが，ア

ンケート結果から一部の視聴者から音がほと

んど聞こえないといった技術的な問題が指摘

されたため、設備の改善が必要．また４時間

にわたるオンライン配信が長すぎて集中でき

ないという意見が多く，時間配分を検討する

必要がある．また参加者が関心をもっている

技術に関して動画のコンテンツについて増や

していく必要がある． 
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問合せ先
国立大学法人茨城大学 社会連携センター
（研究・社会連携部社会連携課）
〒310-8512 茨城県水戸市文京2-1-1
TEL：029-228-8585
FAX：029-228-8495
E-mail：renkei@ml.ibaraki.ac.jp
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